
７ 社会福祉法（抄）

（昭和二十六法律第四十五号）
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附則

第一章 総則

（目的）

、 、第一条 この法律は 社会福祉を目的とする事業の全分野における共通的基本事項を定め

社会福祉を目的とする他の法律と相まつて、福祉サービスの利用者の利益の保護及び地

域における社会福祉（以下「地域福祉」という ）の推進を図るとともに、社会福祉事。

業の公明かつ適正な実施の確保及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図り、も

つて社会福祉の増進に資することを目的とする。

（定義）

第二条 この法律において「社会福祉事業」とは、第一種社会福祉事業及び第二種社会福

祉事業をいう。

２ 次に掲げる事業を第一種社会福祉事業とする。

一 生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）に規定する救護施設、更生施設その

他生計困難者を無料又は低額な料金で入所させて生活の扶助を行うことを目的とする

施設を経営する事業及び生計困難者に対して助葬を行う事業

二 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）に規定する乳児院、母子生活支援施

設、児童養護施設、知的障害児施設、知的障害児通園施設、盲ろうあ児施設、肢体不

自由児施設、重症心身障害児施設、情緒障害児短期治療施設又は児童自立支援施設を

経営する事業

三 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）に規定する養護老人ホーム、特別養

護老人ホーム又は軽費老人ホームを経営する事業

四 身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）に規定する身体障害者更生

施設、身体障害者療護施設、身体障害者福祉ホーム又は身体障害者授産施設を経営す

る事業

（ ） 、五 知的障害者福祉法 昭和三十五年法律第三十七号 に規定する知的障害者更生施設

知的障害者授産施設、知的障害者福祉ホーム又は知的障害者通勤寮を経営する事業

六 売春防止法（昭和三十一年法律第百十八号）に規定する婦人保護施設を経営する事

業

七 授産施設を経営する事業及び生計困難者に対して無利子又は低利で資金を融通する

事業

３ 次に掲げる事業を第二種社会福祉事業とする。

一 生計困難者に対して、その住居で衣食その他日常の生活必需品若しくはこれに要す

る金銭を与え、又は生活に関する相談に応ずる事業

二 児童福祉法に規定する児童居宅介護等事業、児童デイサービス事業、児童短期入所

事業、障害児相談支援事業、児童自立生活援助事業、放課後児童健全育成事業又は子

育て短期支援事業、同法に規定する助産施設、保育所、児童厚生施設又は児童家庭支

援センターを経営する事業及び児童の福祉の増進について相談に応ずる事業

三 母子及び寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）に規定する母子家庭居宅介

護等事業又は寡婦居宅介護等事業、同法に規定する母子福祉施設を経営する事業及び

父子家庭居宅介護等事業（現に児童を扶養している配偶者のない男子がその者の疾病

その他の理由により日常生活に支障を生じた場合に、その者につきその者の居宅にお

いて乳幼児の保育、食事の世話その他日常生活上の便宜を供与する事業であつて、母

子家庭居宅介護等事業その他これに類する事業を経営する者が行うものをいう ）。

四 老人福祉法に規定する老人居宅介護等事業、老人デイサービス事業、老人短期入所



事業又は痴呆対応型老人共同生活援助事業及び同法に規定する老人デイサービスセン

ター、老人短期入所施設、老人福祉センター又は老人介護支援センターを経営する事

業

五 身体障害者福祉法に規定する身体障害者居宅介護等事業、身体障害者デイサービス

事業、身体障害者短期入所事業、身体障害者相談支援事業、身体障害者生活訓練等事

業又は手話通訳事業、同法に規定する身体障害者福祉センター、補装具製作施設、盲

導犬訓練施設又は視聴覚障害者情報提供施設を経営する事業及び身体障害者の更生相

談に応ずる事業

六 知的障害者福祉法に規定する知的障害者居宅介護等事業、知的障害者デイサービス

事業、知的障害者短期入所事業、知的障害者地域生活援助事業又は知的障害者相談支

援事業、同法に規定する知的障害者デイサービスセンターを経営する事業及び知的障

害者の更生相談に応ずる事業

七 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号）に規

定する精神障害者社会復帰施設を経営する事業及び同法に規定する精神障害者居宅生

活支援事業

八 生計困難者のために、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、又は宿泊所そ

の他の施設を利用させる事業

九 生計困難者のために、無料又は低額な料金で診療を行う事業

十 生計困難者に対して、無料又は低額な費用で介護保険法（平成九年法律第百二十三

号）に規定する介護老人保健施設を利用させる事業

十一 隣保事業（隣保館等の施設を設け、無料又は低額な料金でこれを利用させること

その他その近隣地域における住民の生活の改善及び向上を図るための各種の事業を行

うものをいう ）。

十二 福祉サービス利用援助事業（精神上の理由により日常生活を営むのに支障がある

者に対して、無料又は低額な料金で、福祉サービス（前項各号及び前各号の事業にお

いて提供されるものに限る。以下この号において同じ ）の利用に関し相談に応じ、。

及び助言を行い、並びに福祉サービスの提供を受けるために必要な手続又は福祉サー

ビスの利用に要する費用の支払に関する便宜を供与することその他の福祉サービスの

適切な利用のための一連の援助を一体的に行う事業をいう ）。

十三 前項各号及び前各号の事業に関する連絡又は助成を行う事業

「 」 、 、 。４ この法律における 社会福祉事業 には 次に掲げる事業は 含まれないものとする

一 更生保護事業法（平成七年法律第八十六号）に規定する更生保護事業（以下「更生

保護事業」という ）。

二 実施期間が六月（前項第十三号に掲げる事業にあつては、三月）を超えない事業

三 社団又は組合の行う事業であつて、社員又は組合員のためにするもの

四 第二項各号及び前項第一号から第九号までに掲げる事業であつて、常時保護を受け

る者が、入所させて保護を行うものにあつては五人、その他のものにあつては二十人

（政令で定めるものにあつては、十人）に満たないもの

五 前項第十三号に掲げる事業のうち、社会福祉事業の助成を行うものであつて、助成

の金額が毎年度五百万円に満たないもの又は助成を受ける社会福祉事業の数が毎年度

五十に満たないもの

（福祉サービスの基本的理念）

第三条 福祉サービスは、個人の尊厳の保持を旨とし、その内容は、福祉サービスの利用

者が心身ともに健やかに育成され、又はその有する能力に応じ自立した日常生活を営む

ことができるように支援するものとして、良質かつ適切なものでなければならない。

（地域福祉の推進）

第四条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を

行う者は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する一

員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会

が与えられるように、地域福祉の推進に努めなければならない。

（福祉サービスの提供の原則）

第五条 社会福祉を目的とする事業を経営する者は、その提供する多様な福祉サービスに

ついて、利用者の意向を十分に尊重し、かつ、保健医療サービスその他の関連するサー

ビスとの有機的な連携を図るよう創意工夫を行いつつ、これを総合的に提供することが

できるようにその事業の実施に努めなければならない。

（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地方公共団体の責務）

第六条 国及び地方公共団体は、社会福祉を目的とする事業を経営する者と協力して、社

会福祉を目的とする事業の広範かつ計画的な実施が図られるよう、福祉サービスを提供

する体制の確保に関する施策、福祉サービスの適切な利用の推進に関する施策その他の

必要な各般の措置を講じなければならない。

第二章～第五章 （略）

第六章 社会福祉法人

第一節 通則

（定義）

第二十二条 この法律において「社会福祉法人」とは、社会福祉事業を行うことを目的と

して、この法律の定めるところにより設立された法人をいう。

（名称）

第二十三条 社会福祉法人以外の者は、その名称中に 「社会福祉法人」又はこれに紛ら、

わしい文字を用いてはならない。

（経営の原則）



、 、第二十四条 社会福祉法人は 社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実

効果的かつ適正に行うため、自主的にその経営基盤の強化を図るとともに、その提供す

る福祉サービスの質の向上及び事業経営の透明性の確保を図らなければならない。

（要件）

、 。第二十五条 社会福祉法人は 社会福祉事業を行うに必要な資産を備えなければならない

（公益事業及び収益事業）

第二十六条 社会福祉法人は、その経営する社会福祉事業に支障がない限り、公益を目的

とする事業（以下「公益事業」という ）又はその収益を社会福祉事業若しくは公益事。

業（第二条第四項第四号に掲げる事業その他の政令で定めるものに限る。第五十七条第

。） （ 「 」 。）二号において同じ の経営に充てることを目的とする事業 以下 収益事業 という

を行うことができる。

２ 公益事業又は収益事業に関する会計は、それぞれ当該社会福祉法人の行う社会福祉事

業に関する会計から区分し、特別の会計として経理しなければならない。

（住所）

第二十七条 社会福祉法人の住所は、その主たる事務所の所在地にあるものとする。

（登記）

第二十八条 社会福祉法人は、政令の定めるところにより、その設立、従たる事務所の新

設、事務所の移転その他登記事項の変更、解散、合併、清算人の就任又はその変更及び

清算の結了の各場合に、登記をしなければならない。

２ 前項の規定により登記をしなければならない事項は、登記の後でなければ、これをも

つて第三者に対抗することができない。

３ 登記した事項は、登記所において遅滞なく公告しなければならない。

（準用規定）

第二十九条 民法（明治二十九年法律第八十九号）第四十三条（法人の権利能力）及び第

四十四条（不法行為能力）の規定は、社会福祉法人に準用する。

（所轄庁）

第三十条 社会福祉法人の所轄庁は、都道府県知事とする。ただし、次の各号に掲げる社

会福祉法人の所轄庁は、当該各号に定める者とする。

一 主たる事務所が指定都市の区域内にある社会福祉法人であつてその行う事業が当該

指定都市の区域を越えないもの及び第百九条第二項に規定する地区社会福祉協議会で

ある社会福祉法人 指定都市の長

二 主たる事務所が中核市の区域内にある社会福祉法人であつてその行う事業が当該中

核市の区域を越えないもの 中核市の長

２ 社会福祉法人でその行う事業が二以上の都道府県の区域にわたるものにあつては、そ

の所轄庁は、前項本文の規定にかかわらず、厚生労働大臣とする。

第二節 設立

（申請）

第三十一条 社会福祉法人を設立しようとする者は、定款をもつて少なくとも次に掲げる

事項を定め、厚生労働省令で定める手続に従い、当該定款について所轄庁の認可を受け

なければならない。

一 目的

二 名称

三 社会福祉事業の種類

四 事務所の所在地

五 役員に関する事項

六 会議に関する事項

七 資産に関する事項

八 会計に関する事項

九 評議員会を置く場合には、これに関する事項

十 公益事業を行う場合には、その種類

十一 収益事業を行う場合には、その種類

十二 解散に関する事項

十三 定款の変更に関する事項

十四 公告の方法

２ 設立当初の役員は、定款で定めなければならない。

３ 第一項第十二号に掲げる事項中に、残余財産の帰属すべき者に関する規定を設ける場

合には、その者は、社会福祉法人その他社会福祉事業を行う者のうちから選定されるよ

うにしなければならない。

４ 前条第二項の社会福祉法人に係る第一項の規定による認可の申請は、当該社会福祉法

人の主たる事務所の所在地の都道府県知事を経由して行わなければならない。この場合

において、当該都道府県知事は、必要な調査をし、意見を付するものとする。

（認可）

第三十二条 所轄庁は、前条第一項の規定による認可の申請があつたときは、当該申請に

係る社会福祉法人の資産が第二十五条の要件に該当しているかどうか、その定款の内容

及び設立の手続が、法令の規定に違反していないかどうか等を審査した上で、当該定款

の認可を決定しなければならない。

（定款の補充）

第三十三条 社会福祉法人を設立しようとする者が、第三十一条第一項第二号から第十四

号までの各号に掲げる事項を定めないで死亡した場合には、厚生労働大臣は、利害関係

人の請求により又は職権で、これらの事項を定めなければならない。



（成立の時期）

第三十四条 社会福祉法人は、その主たる事務所の所在地において設立の登記をすること

によつて成立する。

（準用規定）

（ 、 ）、 （ ）第三十五条 民法第四十一条 贈与 遺贈の規定の準用 第四十二条 寄附財産の帰属

及び第五十一条第一項（財産目録 （法人設立の時に関する部分に限る ）の規定は、社） 。

会福祉法人の設立に準用する。この場合において、同法第四十二条第一項中「法人設立

」 、「 」 。ノ許可ノアリタル時 とあるのは 社会福祉法人成立ノ時 と読み替えるものとする

第三節 管理

（役員の定数、任期、選任及び欠格）

第三十六条 社会福祉法人には、役員として、理事三人以上及び監事一人以上を置かなけ

ればならない。

２ 役員の任期は、二年を超えることはできない。ただし、再任を妨げない。

３ 役員のうちには、各役員について、その役員、その配偶者及び三親等以内の親族が役

員の総数の二分の一を超えて含まれることになつてはならない。

４ 次の各号のいずれかに該当する者は、社会福祉法人の役員になることができない。

一 成年被後見人又は被保佐人

二 生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又はこの法律の規定に違

反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

、 〈 〉 、 、三 前号に該当する者を除くほか 禁錮 こ 以上の刑に処せられ その執行を終わり

又は執行を受けることがなくなるまでの者

四 第五十六条第四項の規定による所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた社会福祉

法人の解散当時の役員

（役員の欠員補充）

第三十七条 理事又は監事のうち、その定数の三分の一を超える者が欠けたときは、遅滞

なくこれを補充しなければならない。

（理事の代表権）

第三十八条 理事は、すべて社会福祉法人の業務について、社会福祉法人を代表する。た

だし、定款をもつて、その代表権を制限することができる。

（業務の決定）

第三十九条 社会福祉法人の業務は、定款に別段の定めがないときは、理事の過半数をも

つて決する。

（監事の職務）

第四十条 監事は、次に掲げる職務を行う。

一 理事の業務執行の状況を監査すること。

二 社会福祉法人の財産の状況を監査すること。

三 理事の業務執行の状況又は社会福祉法人の財産の状況について監査した結果、不整

の点があることを発見したとき、これを評議員会（評議員会のないときは、所轄庁）

に報告すること。

四 前号の報告をするために必要があるとき、理事に対して評議員会の招集を請求する

こと。

五 理事の業務執行の状況又は社会福祉法人の財産の状況について、理事に意見を述べ

ること。

（監事の兼職禁止）

第四十一条 監事は、理事、評議員又は社会福祉法人の職員を兼ねてはならない。

（評議員会）

第四十二条 社会福祉法人に、評議員会を置くことができる。

２ 評議員会は、理事の定数の二倍を超える数の評議員をもつて組織する。

３ 社会福祉法人の業務に関する重要事項は、定款をもつて、評議員会の議決を要するも

のとすることができる。

（定款の変更）

第四十三条 定款の変更（厚生労働省令で定める事項に係るものを除く ）は、所轄庁の。

認可を受けなければ、その効力を生じない。

２ 第三十一条第四項の規定は定款の変更の認可の申請に、第三十二条の規定は定款の変

更の認可にそれぞれ準用する。

、 、３ 社会福祉法人は 第一項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは

遅滞なくその旨を所轄庁に届け出なければならない。

４ 第三十条第二項の社会福祉法人に係る前項の規定による届出は、当該社会福祉法人の

主たる事務所の所在地の都道府県知事を経由して行わなければならない。

（会計）

第四十四条 社会福祉法人の会計年度は、四月一日に始まり、翌年三月三十一日に終わる

ものとする。

２ 社会福祉法人は、毎会計年度終了後二月以内に事業報告書、財産目録、貸借対照表及

び収支計算書を作成しなければならない。

３ 理事は、前項の書類を監事に提出しなければならない。

４ 社会福祉法人は、第二項の書類及びこれに関する監事の意見を記載した書面を各事務

所に備えて置き、当該社会福祉法人が提供する福祉サービスの利用を希望する者その他

の利害関係人から請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧



に供しなければならない。

（準用規定）

第四十五条 民法第五十五条から第五十七条まで（代表権の委任、仮理事、特別代理人）

及び非訟事件手続法（明治三十一年法律第十四号）第三十五条第一項（裁判所の管轄）

の規定は、社会福祉法人に準用する。この場合において、民法第五十五条中「定款、寄

附行為又ハ総会ノ決議」とあるのは「定款」と、同法第五十六条中「裁判所ハ利害関係

人又ハ検察官ノ請求ニ因リ」とあるのは「所轄庁（社会福祉法第三十条ニ規定スル所轄

庁ヲ謂フ）ハ利害関係人ノ請求ニヨリ又ハ職権ヲ以テ」と読み替えるものとする。

第四節 解散及び合併

（解散事由）

第四十六条 社会福祉法人は、次の事由によつて解散する。

一 理事の三分の二以上の同意及び定款でさらに評議員会の議決を要するものと定めら

れている場合には、その議決

二 定款に定めた解散事由の発生

三 目的たる事業の成功の不能

四 合併

五 破産

六 所轄庁の解散命令

、 、２ 前項第一号又は第三号に掲げる事由による解散は 所轄庁の認可又は認定がなければ

その効力を生じない。

３ 清算人は、第一項第二号又は第五号に掲げる事由によつて解散した場合には、遅滞な

くその旨を所轄庁に届け出なければならない。

４ 第三十一条第四項の規定は、第二項の規定による認可又は認定の申請に準用する。

（残余財産の帰属）

第四十七条 解散した社会福祉法人の残余財産は、合併及び破産の場合を除くほか、所轄

庁に対する清算結了の届出の時において、定款の定めるところにより、その帰属すべき

者に帰属する。

２ 前項の規定により処分されない財産は、国庫に帰属する。

（合併）

第四十八条 社会福祉法人は、他の社会福祉法人と合併することができる。

（合併手続）

第四十九条 社会福祉法人が合併するには、理事の三分の二以上の同意及び定款でさらに

、 。評議員会の議決を要するものと定められている場合には その議決がなければならない

２ 合併は、所轄庁の認可を受けなければ、その効力を生じない。

３ 第三十一条第四項の規定は合併の認可の申請に、第三十二条の規定は合併の認可にそ

れぞれ準用する。

第五十条 社会福祉法人は、前条第二項に規定する所轄庁の認可があつたときは、その認

可の通知のあつた日から二週間以内に財産目録及び貸借対照表を作成しなければならな

い。

２ 社会福祉法人は、前項の期間内に、その債権者に対し、異議があれば一定の期間内に

述べるべき旨を公告し、かつ、判明している債権者に対しては、各別にこれを催告しな

ければならない。ただし、その期間は、二月を下ることができない。

第五十一条 債権者が、前条第二項の期間内に合併に対して異議を述べなかつたときは、

合併を承認したものとみなす。

２ 債権者が異議を述べたときは、社会福祉法人は、これに弁済し、若しくは相当の担保

を供し、又はその債権者に弁済を受けさせることを目的として信託会社若しくは信託業

務を営む銀行に相当の財産を信託しなければならない。ただし、合併をしてもその債権

者を害するおそれがないときは、この限りでない。

第五十二条 合併により社会福祉法人を設立する場合においては、定款の作成その他社会

福祉法人の設立に関する事務は、各社会福祉法人において選任した者が共同して行わな

ければならない。

（合併の効果）

第五十三条 合併後存続する社会福祉法人又は合併によつて設立した社会福祉法人は、合

併によつて消滅した社会福祉法人の一切の権利義務（当該社会福祉法人がその行う事業

に関し行政庁の認可その他の処分に基づいて有する権利義務を含む ）を承継する。。

（合併の時期）

第五十四条 社会福祉法人の合併は、合併後存続する社会福祉法人又は合併によつて設立

する社会福祉法人の主たる事務所の所在地において登記をすることによつて、その効力

を生ずる。

（準用規定）

第五十五条 民法第七十条、第七十三条から第七十六条まで、第七十七条第二項（届出に

関する部分に限る ）及び第七十八条から第八十三条まで（法人の解散及び清算）並び。

に非訟事件手続法第三十五条第二項、第三十六条、第三十七条ノ二、第百三十六条から

第百三十七条まで及び第百三十八条（法人の清算の監督）の規定は、社会福祉法人の解

散及び清算に準用する この場合において 民法第七十七条第二項及び第八十三条中 主。 、 「

務官庁」とあるのは 「所轄庁（社会福祉法第三十条ニ規定スル所轄庁ヲ謂フ 」と読み、 ）

替えるものとする。



第五節 助成及び監督

（一般的監督）

第五十六条 厚生労働大臣又は都道府県知事若しくは指定都市若しくは中核市の長は、法

令、法令に基づいてする行政庁の処分及び定款が遵守されているかどうかを確かめるた

め必要があると認めるときは、社会福祉法人からその業務又は会計の状況に関し、報告

を徴し、又は当該職員に、社会福祉法人の業務及び財産の状況を検査させることができ

る。

２ 所轄庁は、社会福祉法人が、法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に

違反し、又はその運営が著しく適正を欠くと認めるときは、当該社会福祉法人に対し、

期限を定めて、必要な措置を採るべき旨を命ずることができる。

３ 社会福祉法人が前項の命令に従わないときは、所轄庁は、当該社会福祉法人に対し、

期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命じ、又は役員の解職を勧告することが

できる。

４ 所轄庁は、社会福祉法人が、法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に

違反した場合であつて他の方法により監督の目的を達することができないとき、又は正

当の事由がないのに一年以上にわたつてその目的とする事業を行わないときは、解散を

命ずることができる。

５ 所轄庁は、第三項の規定により役員の解職を勧告しようとする場合には、当該社会福

祉法人に、所轄庁の指定した職員に対して弁明する機会を与えなければならない。この

場合においては、当該社会福祉法人に対し、あらかじめ、書面をもつて、弁明をなすべ

き日時、場所及びその勧告をなすべき理由を通知しなければならない 。

６ 前項の通知を受けた社会福祉法人は、代理人を出頭させ、かつ、自己に有利な証拠を

提出することができる。

７ 第五項の規定による弁明を聴取した者は、聴取書及び当該勧告をする必要があるかど

、 。うかについての意見を付した報告書を作成し これを所轄庁に提出しなければならない

（公益事業又は収益事業の停止）

第五十七条 所轄庁は、第二十六条第一項の規定により公益事業又は収益事業を行う社会

福祉法人につき、次の各号のいずれかに該当する事由があると認めるときは、当該社会

福祉法人に対して、その事業の停止を命ずることができる。

一 当該社会福祉法人が定款で定められた事業以外の事業を行うこと。

二 当該社会福祉法人が当該収益事業から生じた収益を当該社会福祉法人の行う社会福

祉事業及び公益事業以外の目的に使用すること。

三 当該公益事業又は収益事業の継続が当該社会福祉法人の行う社会福祉事業に支障が

あること。

（助成及び監督）

第五十八条 国又は地方公共団体は、必要があると認めるときは、厚生労働省令又は当該

地方公共団体の条例で定める手続に従い、社会福祉法人に対し、補助金を支出し、又は

通常の条件よりも当該社会福祉法人に有利な条件で、貸付金を支出し、若しくはその他

の財産を譲り渡し、若しくは貸し付けることができる。ただし、国有財産法（昭和二十

三年法律第七十三号）及び地方自治法第二百三十七条第二項の規定の適用を妨げない。

２ 前項の規定により、社会福祉法人に対する助成がなされたときは、厚生労働大臣又は

地方公共団体の長は、その助成の目的が有効に達せられることを確保するため、当該社

会福祉法人に対して、次に掲げる権限を有する。

一 事業又は会計の状況に関し報告を徴すること。

、 、二 助成の目的に照らして 社会福祉法人の予算が不適当であると認める場合において

その予算について必要な変更をすべき旨を勧告すること。

三 社会福祉法人の役員が法令、法令に基づいてする行政庁の処分又は定款に違反した

場合において、その役員を解職すべき旨を勧告すること。

、 、３ 国又は地方公共団体は 社会福祉法人が前項の規定による措置に従わなかつたときは

交付した補助金若しくは貸付金又は譲渡し、若しくは貸し付けたその他の財産の全部又

は一部の返還を命ずることができる。

、 、４ 第五十六条第五項から第七項までの規定は 第二項第三号の規定により解職を勧告し

又は前項の規定により補助金若しくは貸付金の全部若しくは一部の返還を命令する場合

に準用する。

（所轄庁への届出）

第五十九条 社会福祉法人は、毎会計年度終了後三月以内に、事業の概要その他の厚生労

働省令で定める事項を、所轄庁に届け出なければならない。

２ 第四十三条第四項の規定は、前項の場合に準用する。

第七章 社会福祉事業

（経営主体）

第六十条 社会福祉事業のうち、第一種社会福祉事業は、国、地方公共団体又は社会福祉

法人が経営することを原則とする。

（事業経営の準則）

第六十一条 国、地方公共団体、社会福祉法人その他社会福祉事業を経営する者は、次に

掲げるところに従い、それぞれの責任を明確にしなければならない。

一 国及び地方公共団体は、法律に基づくその責任を他の社会福祉事業を経営する者に

転嫁し、又はこれらの者の財政的援助を求めないこと。

二 国及び地方公共団体は、他の社会福祉事業を経営する者に対し、その自主性を重ん

じ、不当な関与を行わないこと。

三 社会福祉事業を経営する者は、不当に国及び地方公共団体の財政的、管理的援助を

仰がないこと。

２ 前項第一号の規定は、国又は地方公共団体が、その経営する社会福祉事業について、

福祉サービスを必要とする者を施設に入所させることその他の措置を他の社会福祉事業



を経営する者に委託することを妨げるものではない。

（施設の設置）

第六十二条 市町村又は社会福祉法人は、施設を設置して、第一種社会福祉事業を経営し

ようとするときは、その事業の開始前に、その施設（以下「社会福祉施設」という ）。

を設置しようとする地の都道府県知事に、次に掲げる事項を届け出なければならない。

一 施設の名称及び種類

二 設置者の氏名又は名称、住所、経歴及び資産状況

三 条例、定款その他の基本約款

四 建物その他の設備の規模及び構造

五 事業開始の予定年月日

六 施設の管理者及び実務を担当する幹部職員の氏名及び経歴

七 福祉サービスを必要とする者に対する処遇の方法

２ 国、都道府県、市町村及び社会福祉法人以外の者は、社会福祉施設を設置して、第一

種社会福祉事業を経営しようとするときは、その事業の開始前に、その施設を設置しよ

うとする地の都道府県知事の許可を受けなければならない。

３ 前項の許可を受けようとする者は、第一項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項

を記載した申請書を当該都道府県知事に提出しなければならない。

一 当該事業を経営するための財源の調達及びその管理の方法

二 施設の管理者の資産状況

三 建物その他の設備の使用の権限

四 経理の方針

五 事業の経営者又は施設の管理者に事故があるときの処置

４ 都道府県知事は、第二項の許可の申請があつたときは、第六十五条の規定により厚生

労働大臣が定める最低基準に適合するかどうかを審査するほか、次に掲げる基準によつ

て、その申請を審査しなければならない。

一 当該事業を経営するために必要な経済的基礎があること。

二 当該事業の経営者が社会的信望を有すること。

、 。三 実務を担当する幹部職員が社会福祉事業に関する経験 熱意及び能力を有すること

四 当該事業の経理が他の経理と分離できる等その性格が社会福祉法人に準ずるもので

あること。

五 脱税その他不正の目的で当該事業を経営しようとするものでないこと。

５ 都道府県知事は、前項に規定する審査の結果、その申請が、同項に規定する基準に適

合していると認めるときは、社会福祉施設設置の許可を与えなければならない 。

６ 都道府県知事は、前項の許可を与えるに当たつて、当該事業の適正な運営を確保する

ために必要と認める条件を付することができる。

（変更）

第六十三条 前条第一項の規定による届出をした者は、その届け出た事項に変更を生じた

ときは、変更の日から一月以内に、その旨を当該都道府県知事に届け出なければならな

い。

２ 前条第二項の規定による許可を受けた者は、同条第一項第四号、第五号及び第七号並

びに同条第三項第一号、第四号及び第五号に掲げる事項を変更しようとするときは、当

該都道府県知事の許可を受けなければならない。

３ 前条第四項から第六項までの規定は、前項の規定による許可の申請があつた場合に準

用する。

（廃止）

第六十四条 第六十二条第一項の規定による届出をし、又は同条第二項の規定による許可

を受けて、社会福祉事業を経営する者は、その事業を廃止しようとするときは、廃止の

日の一月前までに、その旨を当該都道府県知事に届け出なければならない。

（施設の最低基準）

第六十五条 厚生労働大臣は、社会福祉施設の設備の規模及び構造並びに福祉サービスの

提供の方法、利用者等からの苦情への対応その他の社会福祉施設の運営について、必要

とされる最低の基準を定めなければならない。

２ 社会福祉施設の設置者は、前項の基準を遵守しなければならない。

（管理者）

第六十六条 社会福祉施設には、専任の管理者を置かなければならない。

（施設を必要としない第一種社会福祉事業の開始）

第六十七条 市町村又は社会福祉法人は、施設を必要としない第一種社会福祉事業を開始

したときは、事業開始の日から一月以内に、事業経営地の都道府県知事に次に掲げる事

項を届け出なければならない。

一 経営者の名称及び主たる事務所の所在地

二 事業の種類及び内容

三 条例、定款その他の基本約款

２ 国、都道府県、市町村及び社会福祉法人以外の者は、施設を必要としない第一種社会

福祉事業を経営しようとするときは、その事業の開始前に、その事業を経営しようとす

る地の都道府県知事の許可を受けなければならない。

３ 前項の許可を受けようとする者は、第一項各号並びに第六十二条第三項第一号、第四

号及び第五号に掲げる事項を記載した申請書を当該都道府県知事に提出しなければなら

ない。

４ 都道府県知事は、第二項の許可の申請があつたときは、第六十二条第四項各号に掲げ

る基準によつて、これを審査しなければならない。

５ 第六十二条第五項及び第六項の規定は、前項の場合に準用する。

（変更及び廃止）

第六十八条 前条第一項の規定による届出をし、又は同条第二項の規定による許可を受け



て社会福祉事業を経営する者は、その届け出た事項又は許可申請書に記載した事項に変

更を生じたときは、変更の日から一月以内に、その旨を当該都道府県知事に届け出なけ

ればならない。その事業を廃止したときも、同様とする。

（第二種社会福祉事業）

第六十九条 国及び都道府県以外の者は、第二種社会福祉事業を開始したときは、事業開

始の日から一月以内に、事業経営地の都道府県知事に第六十七条第一項各号に掲げる事

項を届け出なければならない。

２ 前項の規定による届出をした者は、その届け出た事項に変更を生じたときは、変更の

日から一月以内に、その旨を当該都道府県知事に届け出なければならない。その事業を

廃止したときも、同様とする。

（調査）

第七十条 都道府県知事は、この法律の目的を達成するため、社会福祉事業を経営する者

に対し、必要と認める事項の報告を求め、又は当該職員をして、施設、帳簿、書類等を

検査し、その他事業経営の状況を調査させることができる。

（改善命令）

第七十一条 都道府県知事は、第六十二条第一項の規定による届出をし、又は同条第二項

の規定による許可を受けて社会福祉事業を経営する者の施設が、第六十五条の最低基準

に適合しないと認められるに至つたときは、その事業を経営する者に対し、同条の基準

に適合するために必要な措置を採るべき旨を命ずることができる。

（許可の取消し等）

第七十二条 都道府県知事は、第六十二条第一項、第六十七条第一項若しくは第六十九条

第一項の届出をし、又は第六十二条第二項若しくは第六十七条第二項の許可を受けて社

会福祉事業を経営する者が、第六十二条第六項（第六十三条第三項及び第六十七条第五

項において準用する場合を含む ）の規定による条件に違反し、第六十三条第一項若し。

くは第二項、第六十八条若しくは第六十九条第二項の規定に違反し、第七十条の規定に

よる報告の求めに応ぜず、若しくは虚偽の報告をし、同条の規定による当該職員の検査

若しくは調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、前条の規定による命令に違反し、又はそ

の事業に関し不当に営利を図り、若しくは福祉サービスの提供を受ける者の処遇につき

不当な行為をしたときは、その者に対し、社会福祉事業を経営することを制限し、その

停止を命じ、又は第六十二条第二項若しくは第六十七条第二項の許可を取り消すことが

できる。

２ 都道府県知事は、第六十二条第一項、第六十七条第一項若しくは第六十九条第一項の

届出をし、若しくは第七十四条に規定する他の法律に基づく届出をし、又は第六十二条

第二項若しくは第六十七条第二項の許可を受け、若しくは第七十四条に規定する他の法

律に基づく許可若しくは認可を受けて社会福祉事業を経営する者（次章において「社会

福祉事業の経営者」という ）が、次条第二項の規定による条件に違反し、又は第七十。

七条若しくは第七十九条の規定に違反したときは、その者に対し、社会福祉事業を経営

することを制限し、その停止を命じ、又は第六十二条第二項若しくは第六十七条第二項

の許可若しくは第七十四条に規定する他の法律に基づく許可若しくは認可を取り消すこ

とができる。

３ 都道府県知事は、第六十二条第一項若しくは第二項、第六十七条第一項若しくは第二

項又は第六十九条第一項の規定に違反して社会福祉事業を経営する者が、その事業に関

し不当に営利を図り、若しくは福祉サービスの提供を受ける者の処遇につき不当の行為

をしたときは、その者に対し、社会福祉事業を経営することを制限し、又はその停止を

命ずることができる。

（寄附金の募集）

第七十三条 社会福祉事業を営み、又は営もうとする者は、その事業の経営に必要な資金

を得るために寄附金を募集しようとするときは、その募集に着手する一月前までに、厚

生労働省令で定める手続に従い、募集しようとする地域の都道府県知事（募集しようと

する地域が二以上の都道府県の区域にわたるときは、厚生労働大臣）に対し、募集の期

間、地域、方法及び使途等を明らかにした書面を提出して、その許可を受けなければな

らない。

２ 前項の許可には、募集の期間、寄附金の使途及び寄附金によつて取得する財産の処分

につき、条件を付することができる。

３ 第一項の許可を受けて寄附金を募集した者は、厚生労働省令で定める手続に従い、募

集の期間経過後遅滞なく、寄附金の募集の許可を受けた行政庁に対し、募集の結果を報

告しなければならない。

（適用除外）

第七十四条 第六十二条から第七十一条まで並びに第七十二条第一項及び第三項の規定

は、他の法律によつて、その設置又は開始につき、行政庁の許可、認可又は行政庁への

届出を要するものとされている施設又は事業については、適用しない。

第八章 福祉サービスの適切な利用

第一節 情報の提供等

（情報の提供）

第七十五条 社会福祉事業の経営者は、福祉サービス（社会福祉事業において提供される

ものに限る。以下この節及び次節において同じ ）を利用しようとする者が、適切かつ。

円滑にこれを利用することができるように、その経営する社会福祉事業に関し情報の提

供を行うよう努めなければならない。

２ 国及び地方公共団体は、福祉サービスを利用しようとする者が必要な情報を容易に得

られるように、必要な措置を講ずるよう努めなければならない。



（利用契約の申込み時の説明）

第七十六条 社会福祉事業の経営者は、その提供する福祉サービスの利用を希望する者か

らの申込みがあつた場合には、その者に対し、当該福祉サービスを利用するための契約

の内容及びその履行に関する事項について説明するよう努めなければならない。

（利用契約の成立時の書面の交付）

第七十七条 社会福祉事業の経営者は、福祉サービスを利用するための契約（厚生労働省

令で定めるものを除く ）が成立したときは、その利用者に対し、遅滞なく、次に掲げ。

る事項を記載した書面を交付しなければならない。

一 当該社会福祉事業の経営者の名称及び主たる事務所の所在地

二 当該社会福祉事業の経営者が提供する福祉サービスの内容

三 当該福祉サービスの提供につき利用者が支払うべき額に関する事項

四 その他厚生労働省令で定める事項

（福祉サービスの質の向上のための措置等）

第七十八条 社会福祉事業の経営者は、自らその提供する福祉サービスの質の評価を行う

ことその他の措置を講ずることにより、常に福祉サービスを受ける者の立場に立つて良

質かつ適切な福祉サービスを提供するよう努めなければならない。

２ 国は、社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上のための措置を援助する

ために、福祉サービスの質の公正かつ適切な評価の実施に資するための措置を講ずるよ

う努めなければならない。

（誇大広告の禁止）

第七十九条 社会福祉事業の経営者は、その提供する福祉サービスについて広告をすると

きは、広告された福祉サービスの内容その他の厚生労働省令で定める事項について、著

しく事実に相違する表示をし、又は実際のものよりも著しく優良であり、若しくは有利

であると人を誤認させるような表示をしてはならない。

第二節 福祉サービスの利用の援助等

（福祉サービス利用援助事業の実施に当たつての配慮）

第八十条 福祉サービス利用援助事業を行う者は、当該事業を行うに当たつては、利用者

の意向を十分に尊重するとともに、利用者の立場に立つて公正かつ適切な方法により行

わなければならない。

（都道府県社会福祉協議会の行う福祉サービス利用援助事業等）

第八十一条 都道府県社会福祉協議会は、第百十条第一項各号に掲げる事業を行うほか、

福祉サービス利用援助事業を行う市町村社会福祉協議会その他の者と協力して都道府県

の区域内においてあまねく福祉サービス利用援助事業が実施されるために必要な事業を

行うとともに、これと併せて、当該事業に従事する者の資質の向上のための事業並びに

福祉サービス利用援助事業に関する普及及び啓発を行うものとする。

（社会福祉事業の経営者による苦情の解決）

第八十二条 社会福祉事業の経営者は、常に、その提供する福祉サービスについて、利用

者等からの苦情の適切な解決に努めなければならない。

（運営適正化委員会）

第八十三条 都道府県の区域内において、福祉サービス利用援助事業の適正な運営を確保

するとともに、福祉サービスに関する利用者等からの苦情を適切に解決するため、都道

府県社会福祉協議会に、人格が高潔であつて、社会福祉に関する識見を有し、かつ、社

会福祉、法律又は医療に関し学識経験を有する者で構成される運営適正化委員会を置く

ものとする。

（運営適正化委員会の行う福祉サービス利用援助事業に関する助言等）

第八十四条 運営適正化委員会は、第八十一条の規定により行われる福祉サービス利用援

助事業の適正な運営を確保するために必要があると認めるときは、当該福祉サービス利

用援助事業を行う者に対して必要な助言又は勧告をすることができる。

２ 福祉サービス利用援助事業を行う者は、前項の勧告を受けたときは、これを尊重しな

ければならない。

（運営適正化委員会の行う苦情の解決のための相談等）

第八十五条 運営適正化委員会は、福祉サービスに関する苦情について解決の申出があつ

たときは、その相談に応じ、申出人に必要な助言をし、当該苦情に係る事情を調査する

ものとする。

２ 運営適正化委員会は、前項の申出人及び当該申出人に対し福祉サービスを提供した者

の同意を得て、苦情の解決のあつせんを行うことができる。

（運営適正化委員会から都道府県知事への通知）

第八十六条 運営適正化委員会は、苦情の解決に当たり、当該苦情に係る福祉サービスの

利用者の処遇につき不当な行為が行われているおそれがあると認めるときは、都道府県

知事に対し、速やかに、その旨を通知しなければならない。

（政令への委任）

第八十七条 この節に規定するもののほか、運営適正化委員会に関し必要な事項は、政令

で定める。

第三節 社会福祉を目的とする事業を経営する者への支援

第八十八条 都道府県社会福祉協議会は、第百十条第一項各号に掲げる事業を行うほか、

社会福祉を目的とする事業の健全な発達に資するため、必要に応じ、社会福祉を目的と



する事業を経営する者がその行つた福祉サービスの提供に要した費用に関して地方公共

団体に対して行う請求の事務の代行その他の社会福祉を目的とする事業を経営する者が

当該事業を円滑に実施することができるよう支援するための事業を実施するよう努めな

ければならない。ただし、他に当該事業を実施する適切な者がある場合には、この限り

でない。

第九章 （略）

第十章 地域福祉の推進

第一節 （略）

第二節 社会福祉協議会

（市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会）

第百九条 市町村社会福祉協議会は、一又は同一都道府県内の二以上の市町村の区域内に

おいて次に掲げる事業を行うことにより地域福祉の推進を図ることを目的とする団体で

あつて、その区域内における社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関

する活動を行う者が参加し、かつ、指定都市にあつてはその区域内における地区社会福

祉協議会の過半数及び社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が、指定都

市以外の市及び町村にあつてはその区域内における社会福祉事業又は更生保護事業を経

営する者の過半数が参加するものとする。

一 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施

二 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助

三 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成

四 前三号に掲げる事業のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために

必要な事業

２ 地区社会福祉協議会は、一又は二以上の区（地方自治法第二百五十二条の二十に規定

する区をいう ）の区域内において前項各号に掲げる事業を行うことにより地域福祉の。

推進を図ることを目的とする団体であつて、その区域内における社会福祉を目的とする

事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者が参加し、かつ、その区域内にお

いて社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が参加するものとする。

３ 市町村社会福祉協議会のうち、指定都市の区域を単位とするものは、第一項各号に掲

げる事業のほか、その区域内における地区社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整

の事業を行うものとする。

４ 市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会は、広域的に事業を実施することによ

り効果的な運営が見込まれる場合には、その区域を越えて第一項各号に掲げる事業を実

施することができる。

５ 関係行政庁の職員は、市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会の役員となるこ

とができる。ただし、役員の総数の五分の一を超えてはならない。

６ 市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会は、社会福祉を目的とする事業を経営

する者又は社会福祉に関する活動を行う者から参加の申出があつたときは、正当な理由

がなければ、これを拒んではならない。

（都道府県社会福祉協議会）

第百十条 都道府県社会福祉協議会は、都道府県の区域内において次に掲げる事業を行う

ことにより地域福祉の推進を図ることを目的とする団体であつて、その区域内における

市町村社会福祉協議会の過半数及び社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半

数が参加するものとする。

一 前条第一項各号に掲げる事業であつて各市町村を通ずる広域的な見地から行うこと

が適切なもの

二 社会福祉を目的とする事業に従事する者の養成及び研修

三 社会福祉を目的とする事業の経営に関する指導及び助言

四 市町村社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整

２ 前条第五項及び第六項の規定は、都道府県社会福祉協議会について準用する。

（社会福祉協議会連合会）

第百十一条 都道府県社会福祉協議会は、相互の連絡及び事業の調整を行うため、全国を

単位として、社会福祉協議会連合会を設立することができる。

２ 第百九条第五項の規定は、社会福祉協議会連合会について準用する。

第二節 （略）

第十一章・第十二章 （略）

附 則 （略）



８ 社会福祉法施行令（抄）

（昭和三十三年政令第百八十五号）

（社会福祉事業の対象者の最低人員の特例）

第一条 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号。以下「法」という ）第二条第四項。

第四号の政令で定める事業は、次のとおりとする。

一 身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）に規定する身体障害者授産

施設を経営する事業

二 知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号）に規定する知的障害者授産施設

を経営する事業

三 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号）に規

定する精神障害者授産施設を経営する事業

第二条・第三条 （略）

（社会福祉法人の収益を充てることのできる公益事業）

第四条 法第二十六条第一項の政令で定める事業は、次に掲げる事業であつて社会福祉事

業以外のものとする。

一 法第二条第四項第四号 に掲げる事業

二 介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第七条第五項に規定する居宅サービス事

業又は同条第十八項に規定する居宅介護支援事業

三 介護保険法第七条第二十二項に規定する介護老人保健施設を経営する事業

四 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和六十二年法律第三十号）第七条第二号若しくは

第三号又は第三十九条第一号から第三号までに規定する厚生労働大臣の指定した養成

施設を経営する事業

五 精神保健福祉士法（平成九年法律第百三十一号）第七条第二号又は第三号に規定す

る厚生労働大臣の指定した養成施設を経営する事業

六 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第十八条の六第一号に規定する指定

保育士養成施設を経営する事業

七 前各号に掲げる事業に準ずる事業であつて厚生労働大臣が定めるもの

（情報通信の技術を利用する方法）

第五条 社会福祉事業の経営者は、法第七十七条第二項の規定により同項に規定する事項

を提供しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、当該利

用者に対し、その用いる同項前段に規定する方法（以下この条において「電磁的方法」

という ）の種類及び内容を示し、書面又は電磁的方法による承諾を得なければならな。

い。

２ 前項の規定による承諾を得た社会福祉事業の経営者は、当該利用者から書面又は電磁

的方法により電磁的方法による提供を受けない旨の申出があつたときは、当該利用者に

、 。対し 法第七十七条第二項に規定する事項の提供を電磁的方法によつてしてはならない

ただし、当該利用者が再び前項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。

（運営適正化委員会の委員の定数及び選任）

（ 「 」 。）第六条 法第八十三条に規定する運営適正化委員会 以下 運営適正化委員会 という

の委員（第四項及び第五項並びに第十五条を除き、以下単に「委員」という ）の定数。

は、福祉サービス利用援助事業に関する助言又は勧告及び福祉サービスに関する苦情の

解決の相談、助言、調査又はあつせんの事務を第十一条第一項に規定する合議体が適切

に行うために必要かつ十分なものとして、都道府県社会福祉協議会が定める数とする。

２ 都道府県社会福祉協議会は、前項に規定する定数を変更しようとするときは、運営適

正化委員会の意見を聴かなければならない。

３ 委員は、都道府県社会福祉協議会に置かれる選考委員会の同意を得て、都道府県社会

福祉協議会の代表者が選任する。

４ 前項の選考委員会は、福祉サービスの利用者を代表する委員、社会福祉事業を経営す

る者を代表する委員及び公益を代表する委員各同数をもつて組織する。

５ 第三項の選考委員会の委員は、都道府県社会福祉協議会の代表者が選任する。この場

合においては、あらかじめ、厚生労働省令で定めるところにより、住民、福祉サービス

の利用者、社会福祉事業を経営する者その他の関係者の意見を聴かなければならない。

６ 前三項に規定するもののほか、選考委員会に関し必要な事項は、厚生労働省令で定め

る。

（委員の任期）

第七条 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。

２ 委員は、再任されることができる。

（委員の解任）

第八条 都道府県社会福祉協議会の代表者は、委員が心身の故障のため職務の遂行ができ

ないと認めるとき、又は委員に職務上の義務違反その他委員たるに適しない非行がある

と認めるときは、これを解任することができる。

（運営適正化委員会の委員長）

第九条 運営適正化委員会に委員長一人を置き、委員の互選によつてこれを定める。

２ 委員長は、会務を総理し、運営適正化委員会を代表する。

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。

（運営適正化委員会の会議）

第十条 運営適正化委員会は、委員長が招集する。

２ 運営適正化委員会は、過半数の委員の出席がなければ、これを開き、議決をすること



ができない。

、 、 、３ 運営適正化委員会の議事は 出席した委員の過半数をもつて決し 可否同数のときは

委員長の決するところによる。

（合議体）

第十一条 運営適正化委員会は、委員のうちから委員長が指名する者をもつて構成する合

議体（以下「合議体」という ）で、次に掲げる事項に係る案件を取り扱う。。

一 福祉サービス利用援助事業に関する助言又は勧告

二 福祉サービスに関する苦情の解決のための相談、助言、調査又はあつせん

２ 合議体に長を一人置き、当該合議体を構成する委員の互選によつてこれを定める。

３ 合議体を構成する委員の定数は、三人以上であつて運営適正化委員会が定める数とす

る。

４ 合議体は、これを構成する委員の過半数（三人をもつて構成する合議体にあつては、

これを構成する委員のすべて）が出席しなければ、会議を開き、議決をすることができ

ない。

５ 合議体の議事は、出席した委員の過半数をもつて決し、可否同数のときは、長の決す

るところによる。

６ 運営適正化委員会において別段の定めをした場合のほかは、合議体の議決をもつて運

営適正化委員会の議決とする。

（運営適正化委員会の事務局）

、 。第十二条 運営適正化委員会の事務を処理させるため 運営適正化委員会に事務局を置く

２ 事務局に、事務局長のほか、所要の職員を置く。

３ 事務局長は、委員長の命を受けて、局務を掌理する。

（委員等の秘密保持義務）

第十三条 委員若しくは運営適正化委員会の事務局の職員又はこれらの職にあつた者は、

その職務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

（情報の公開）

第十四条 運営適正化委員会は、毎年少なくとも一回、運営適正化委員会の業務の状況及

びその成果について報告書を作成し、これを公表しなければならない。

第十五条・第十六条 （略）

附 則 （略）

９ 社会福祉法施行令第四条第七号の規定に基づき厚生労働大臣が定める社

会福祉法人の収益を充てることのできる公益事業

(平成十四年八月三十日厚生労働省告示第二百八十三号)

社会福祉法施行令(昭和三十三年政令第百八十五号)第四条第七号の規定に基づき、厚生

労働大臣が定める社会福祉法人の収益を充てることのできる公益事業を次のように定め

る。

社会福祉法施行令第四条第七号の規定に基づき厚生労働大臣が定める社会福祉法人

の収益を充てることのできる公益事業

社会福祉法施行令(昭和三十三年政令第百八十五号)第四条第七号の規定に基づき厚生労

働大臣が定める社会福祉法人の収益を充てることのできる公益事業は、身体上の障害があ

るために公共交通機関を利用することが困難な高齢者等に対し、移送用車両を用いて、こ

れらの者の居宅と病院又は診療所等との間の送迎等を行うことにより、これらの者の外出

時における移動を支援する事業、単身で生活する高齢者等を施設に通わせ、レクリエーシ

ョン等を行うことにより、これらの者が生きがいを持てるよう支援する事業その他の事業

であって、当該事業を行う社会福祉法人の経営する社会福祉事業と密接な関連があり、当

該社会福祉事業と一体的に実施することによりその目的の一層の達成に資するものとし

て、社会福祉法(昭和二十六年法律第四十五号)第三十条に規定する所轄庁が認めるものと

する。



10 社会福祉法人審査基準

「社会福祉法人の認可について （平成１２年１２月１日障第８９０号・社援第２６」

１８号・老発第７９４号・児発第９０８号厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・

援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知）別紙１

別紙１

社会福祉法人審査基準

第１ 社会福祉法人の行う事業

社会福祉法人（以下「法人」という ）は、社会福祉事業の主たる担い手として、社。

会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」という ）に規定する法第２４条の経。

営の原則に基づき社会福祉事業を行うほか、必要に応じ公益事業又は収益事業を行うこ

とができるが、各事業は、次のようなものでなければならないこと。

１ 社会福祉事業

(1) 当該法人の事業のうち主たる地位を占めるものであること。

(2) 社会福祉事業の経営は、法第３条、第４条及び第５条の趣旨を尊重し、法第６１

条の事業経営の準則に合致するものであること。

(3) 社会福祉事業は、法令に基づく施設の最低基準その他の要件を満たしているもの

であること。

(4) 社会福祉事業に必要な財源の大半を収益事業に求めるような計画の下に行われる

ものであってはならないこと。

(5) 法第２条第３項第９号に規定する「生計困難者のために、無料又は低額な料金で

診療を行う事業」は、社会情勢等の変化に伴い、必要性が薄らいでいるので、新規

に行うものについては抑制を図るものであること。

また、既に設立されている法人がこの事業を行っている場合についても、当該事

業の規模を拡充することは地域の実情等を踏まえ、基本的に抑制を図ることとする

ものであること。

なお、平成１３年７月２３日社援発第１２７６号社会・援護局長通知「社会福祉

法第２条第３項に規定する生計困難者のために無料又は低額な料金で診療を行う事

業について」に基づいて無料又は低額な料金で診療を行う事業を経営する法人につ

いては、同通知に定める基準を厳格に遵守することを求めるとともに、この事業を

継続することが困難であると認められる法人については、他の法人への切換えを指

導すること。

(6) 第二種社会福祉事業である相談に応ずる事業のみをもって法人の設立を認めるこ

、 、 、 、とは 公的相談機関の整備充実の状況を考慮しつつ 財政基盤 事業従事者の資質

事業実績等を充分に審査し、慎重に取り扱うものとすること。

(7) 第二種社会福祉事業である社会福祉事業の連絡を行う事業のみをもって法人の設

、 、立を認めることは 社会福祉協議会制度の趣旨及び全国的普及の状況等を考慮して

慎重に取り扱うものとすること。

２ 公益事業

(1) 公益を目的とする事業であって、社会福祉事業以外の事業であること。

(2) 当該法人の行う社会福祉事業の純粋性を損うおそれのないものであること。

(3) 当該事業を行うことにより、当該法人の行う社会福祉事業の円滑な遂行を妨げる

おそれのないものであること。

(4) 当該事業は、当該法人の行う社会福祉事業に対し従たる地位にあることが必要で

あること。

(5) 社会通念上は公益性が認められるものであっても社会福祉と全く関係のないもの

を行うことは認められないこと。

(6) 公益事業において収益を生じたときは、当該法人が行う社会福祉事業又は公益事

業に充てること。

３ 収益事業

(1) 法人が行う社会福祉事業又は公益事業（社会福祉法施行令（昭和３３年政令第１

８５号）第４条及び平成１４年厚生労働省告示第２８３号に掲げるものに限る。以

下３において同じ ）の財源に充てるため、一定の計画の下に収益を得ることを目。

的として反復継続して行われる行為であって、社会通念上事業と認められる程度の

ものであること。

(2) 事業の種類については、特別の制限はないが、法人の社会的信用を傷つけるおそ

れがあるもの又は投機的なものは適当でないこと。なお、法人税法（昭和４０年法

律第３４号）第２条第１３号にいう収益事業の範囲に含まれない事業であっても、

法人の定款上は収益事業として扱う場合もあること。

(3) 当該事業から生じた収益は、当該法人が行う社会福祉事業又は公益事業の経営に

充当すること。

(4) 当該事業を行うことにより、当該法人の行う社会福祉事業の円滑な遂行を妨げる

おそれのないものであること。

(5) 当該事業は、当該法人の行う社会福祉事業に対し従たる地位にあることが必要で

あり、社会福祉事業を超える規模の収益事業を行うことは認められないこと。

(6) 当該事業を行う上に必要な資産は、社会福祉事業及び公益事業の用に供する資産

と明確に分離できるものでなければならず、また、当該事業にかかる借入金は、概

ね収益事業用財産の２分の１を超えない範囲内でなければならないこと。

(7) 母子及び寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第１１条に基づく資金の貸付

を受けて行う、同法施行令（昭和３９年政令第２２４号）第５条各号に掲げる事業

については、(3)及び(6)は適用されないものであること。

第２ 法人の資産

１ 資産の所有等

(1) 原則



法人は、社会福祉事業を行うために直接必要なすべての物件について所有権を有

していること、又は国若しくは地方公共団体から貸与若しくは使用許可を受けてい

ること。

なお、都市部等土地の取得が極めて困難な地域においては、不動産の一部（社会

福祉施設を経営する法人の場合には、土地）に限り国若しくは地方公共団体以外の

者から貸与を受けていることとして差し支えないこととするが、この場合には、事

業の存続に必要な期間の地上権又は賃借権を設定し、かつ、これを登記しなければ

ならないこと。

(2) 特例

ア 特別養護老人ホームを設置する場合

これについては 「国又は地方公共団体以外の者から施設用地の貸与を受けて、

特別養護老人ホームを設置する場合の要件緩和について （平成１２年８月２２」

日社援第１８９６号・老発第５９９号厚生省社会・援護局長、老人保健福祉局長

連名通知）に定めるとおりの取扱いとして差し支えないこと。

イ 小規模な障害者通所授産施設を設置する場合

これについては 「障害者に係る小規模通所授産施設を経営する社会福祉法人、

に関する資産要件等について （平成１２年１２月１日障第８９１号・社援第２」

６１９号厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・援護局長連名通知）に定める

とおりの取扱いとして差し支えないこと。

ウ 既設法人が身体障害者福祉ホームを設置する場合

これについては 「国又は地方公共団体以外の者から施設用地の貸与を受けて、

既設法人が身体障害者福祉ホームを設置する場合の要件緩和について （平成１」

２年９月８日障第６６９号・社援第２０２８号厚生省大臣官房障害保健福祉部

、 ） 。長 社会・援護局長連名通知 に定めるとおりの取扱いとして差し支えないこと

エ 既設法人が通所施設を設置する場合

これについては 「国又は地方公共団体以外の者から不動産の貸与を受けて既、

設法人が通所施設を設置する場合の要件緩和について （平成１２年９月８日障」

第６７０号・社援第２０２９号・老発第６２８号・児発第７３２号厚生省大臣官

房障害保健福祉部長、社会・援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通

知）に定めるとおりの取扱いとして差し支えないこと。

２ 資産の区分

法人の資産の区分は、基本財産、運用財産、公益事業用財産（公益事業を行う場合

に限る ）及び収益事業用財産（収益事業を行う場合に限る ）とすること。。 。

(1) 基本財産

ア 基本財産は、法人存立の基礎となるものであるから、これを処分し、又は担保

に供する場合には、法第３０条に規定する所轄庁の承認を受けなければならない

旨を定款に明記すること。

イ 社会福祉施設を経営する法人にあっては、すべての施設についてその施設の用

に供する不動産は基本財産としなければならないこと。ただし、すべての社会福

祉施設の用に供する不動産が国又は地方公共団体から貸与又は使用許可を受けて

いるものである場合にあっては、１００万円（この通知の発出の日以後に新たに

、 ， ） （ 、 、設立される法人の場合には １ ０００万円 以上に相当する資産 現金 預金

確実な有価証券又は不動産に限る。以下同じ ）を基本財産として有していなけ。

ればならないこと。

（ 。 、ウ 社会福祉施設を経営しない法人 社会福祉協議会及び共同募金会を除く )は

一般に設立後の収入に安定性を欠くおそれがあり、設立において事業継続を可能

とする財政基盤を有することが必要であるため、原則として１億円以上の資産を

基本財産として有していなければならないこと。ただし、委託費等で事業継続に

必要な収入が安定的に見込める場合については、当該法人の基本財産は当該法人

の安定的運営が図られるものとして所轄庁が認める額の資産とすることができる

こと。

エ 児童居宅介護等事業、母子家庭居宅介護等事業、寡婦居宅介護等事業、父子家

庭居宅介護等事業、老人居宅介護等事業、身体障害者居宅介護等事業又は知的障

害者居宅介護等事業（以下「居宅介護等事業」と総称する ）の経営を目的とし。

て法人を設立する場合については 「居宅介護等事業の経営を目的として社会福、

祉法人を設立する場合の資産要件等について （平成１２年９月８日障第６７１」

号・社援第２０３０号・老発第６２９号・児発第７３３号厚生省大臣官房障害保

健福祉部長、社会・援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知）に定

めるとおりの取扱いとして差し支えないこと。

オ 地域・共同生活援助事業の経営を目的として法人を設立する場合については、

「地域・共同生活援助事業の経営を目的として社会福祉法人を設立する場合の資

産要件等について （平成１４年８月３０日社援発第0830007号・老発第0830006」

号厚生労働省社会・援護局長、老健局長連名通知）に定めるとおりの取扱いとし

て差し支えないこと。

カ 介助犬訓練事業又は聴導犬訓練事業の経営を目的として法人を設立する場合に

ついては 「介助犬訓練事業又は聴導犬訓練事業の経営を目的として社会福祉法、

人を設立する場合の資産要件の緩和等について （平成１５年５月８日社援発第0」

508002号）に定めるとおりの取扱いとして差し支えないこと。

キ 社会福祉協議会（社会福祉施設を経営するものを除く ）及び共同募金会にあ。

っては、３００万円以上に相当する資産を基本財産として有しなければならない

こと。ただし、市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会（以下「市区町村

社会福祉協議会」と総称する ）にあっては、３００万円と１０円に当該市町村。

（ 。）又は当該区の人口を乗じて得た額 １００万円以下のときは１００万円とする

とのいずれか少ない方の額以上に相当する資産で差し支えないこと。

キ イからキまで以外の財産であっても、法人が重要と認める財産は基本財産とし



て差し支えないこと。

(2) 運用財産

ア 基本財産、公益事業用財産及び収益事業用財産以外の財産は、すべて運用財産

であること。

イ 運用財産の処分等に特別の制限はないが、社会福祉事業の存続要件となるもの

は、みだりに処分しないよう留意すること。

(3) 公益事業用財産及び収益事業用財産

公益事業及び収益事業の用に供する財産は、他の財産と明確に分離して管理する

こと。

３ 資産の管理

資産のうち現金は、確実な金融機関に預け入れ、確実な信託会社に信託し、又は確

実な有価証券に換えて、保管することとし、その旨を定款に明記すること。

４ 残余財産の帰属

解散した場合の残余財産の帰属すべき者を定款で定める場合には、その帰属者は、

法人に限ることが望ましいこと。なお、定款で帰属者を定めない場合には、残余財産

は国庫に帰属するものであること。

第３ 法人の組織運営

１ 役員

(1) 関係行政庁の職員が法人の役員となることは法第６１条に規定する公私分離の原

、 。 、 、則に照らし適当でないので 差し控えること ただし 社会福祉協議会にあっては

役員の総数の５分の１の範囲内で関係行政庁の職員が、その役員となっても差し支

えないこと。

(2) 実際に法人運営に参画できない者を、役員として名目的に選任することは適当で

ないこと。

(3) 地方公共団体の長等特定の公職にある者が慣例的に、理事長に就任したり、役員

として参加したりすることは適当でないこと。

２ 理事

(1) 理事は、社会福祉事業について熱意と理解を有し、かつ、実際に法人運営の職責

を果たし得る者であること。

また、責任体制を明確にするため、理事の中から理事長を選出すること。

(2) 理事長及びそれ以外の理事は、法人の自主的な経営機能の強化及び内部牽制体制

の確立の観点から、それぞれが代表権を有しても差し支えないものとするが、各理

事と親族等の特殊の関係にある者（租税特別措置法施行令（昭和３２年政令第４３

号）第２５条の１７第３項第１号に規定する親族等をいう。以下同じ ）のみが代。

表権を有する理事となることは適当でないこと。

なお、代表権の制限を伴う場合は、組合等登記令（昭和３９年政令第２９号）に

基づき、その内容を登記すること。

(3) 理事の定数は６人以上とすること。

(4) 各理事と親族等の特殊の関係のある者が、関係法令・通知に定める制限数を超え

て選任されてはならないこと。

(5) 当該法人に係る社会福祉施設の整備又は運営と密接に関連する業務を行う者が理

事総数の３分の１を超えてはならないこと。

(6) 理事には、社会福祉事業について学識経験を有する者又は地域の福祉関係者を加

えること。

(7) 社会福祉施設を経営する法人にあっては、施設経営の実態を法人運営に反映させ

るため、一人以上の施設長が理事として参加すること。ただし、施設長等施設の職

員である理事が理事総数の３分の１を超えることは適当でないこと。

(8) 社会福祉協議会は、地域福祉の推進役として、社会福祉事業経営者、ボランティ

ア活動を行う者等との連携を十分に図っていく必要があることから、当該社会福祉

協議会の区域において社会福祉事業を経営する団体の役職員及びボランティア活動

を行う団体の代表者を理事として加えること。

３ 監事

(1) 監事は、当該法人の理事、評議員及び職員又はこれらに類する他の職務を兼任す

ることはできないこと。

(2) 監事は、法人の財産状況等の監査を行うものであることから、うち一人は法第４

４条に規定する財務諸表等を監査し得る者でなければならないこと。また、監事が

監査を行った場合には、監査報告書を作成し、理事会及び評議員会に報告し、法人

において保存すること。

(3) 監事のうち一人は社会福祉事業について学識経験を有する者又は地域の福祉関係

者であること。

(4) 監事は、他の役員と親族等の特殊の関係がある者であってはならないこと。

(5) 監事は、当該法人に係る社会福祉施設の整備又は運営と密接に関連する業務を行

う者であってはならないこと。

４ 評議員会

(1) 法人においては、評議員会を置くこと。ただし、都道府県又は市町村が福祉サー

ビスを必要とする者について措置をとる社会福祉事業または保育所を経営する事業

のみを行う法人については、この限りでない。

なお、平成１５年４月１日において身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３

号）上の身体障害者居宅生活支援事業若しくは身体障害者更生施設、身体障害者療

護施設若しくは身体障害者授産施設（身体障害者小規模通所授産施設を除く 、知。）

的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）上の知的障害者居宅生活支援事業若し

くは知的障害者更生施設、知的障害者授産施設（知的障害者小規模通所授産施設を

除く ）若しくは知的障害者通勤寮又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）。

上の児童居宅生活支援事業を経営している法人であって評議員会を置いていないも



のについては、同日から起算して１年以内に評議員会を置くものとすること。

(2) 評議員会を設置した場合には、原則として、これを諮問機関とし、法人の業務の

決定に当たり重要な事項について評議員会の同意を得ることが必要であること。

(3) 評議員会を設ける場合は、役員の選任は評議員会において行うことが適当である

こと。

(4) 当該法人に係る社会福祉施設の整備又は運営と密接に関連する業務を行う者が評

議員総数の３分の１を超えてはならないこと。

(5) 社会福祉事業の経営は地域との連携が必要なことから、評議員には地域の代表を

加えること。また、利用者の立場に立った事業経営を図る観点から、利用者の家族

の代表が加わることが望ましいこと。

(6) 社会福祉協議会は、地域福祉の推進役として、社会福祉事業経営者、ボランティ

ア活動を行う者等との連携を十分に図っていく必要があることから、当該社会福祉

協議会の区域において社会福祉事業を経営する団体の役職員及びボランティア活動

を行う団体の代表者を評議員として加えること。

５ 法人の組織運営に関する情報開示等

、 、 、(1) 財産状況等の監査に関しては 法人運営の透明性の確保の観点から 公認会計士

税理士等による外部監査の活用を積極的に行うことが適当であること。

特に、資産額が１００億円以上若しくは負債額が５０億円以上又は収支決算額が

１０億円以上の法人については、その事業規模等に鑑み、２年に１回程度の外部監

査の活用を行うことが望ましいものであること。これらに該当しない法人について

も、５年に１回程度の外部監査の活用を行うなど法人運営の透明性の確保のための

取組を行うことが望ましいものであること。

なお、法人が外部監査を活用した場合において、法人が、法第５９条の規定によ

る現況報告書と合わせて当該外部監査の結果報告書の写し２通を所轄庁に提出した

ときは、実地監査（法第５６条第１項に基づく指導監査のうち一般監査としての実

地監査をいう。以下同じ ）について平成１３年７月２３日雇児発第４８７号・社。

援発第１２７４号・老発第２７３号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援

護局長、老健局長通知「社会福祉法人指導監査要綱の制定について」の２(3)に定

めるとおりの取扱いとすることなどにより、法人の自主性の確保や負担軽減を図る

こととして差し支えないこと。

(2) 法第４４条第４項の規定に基づき閲覧に供しなければならない収支計算書とは、

平成１２年２月１７日社援第３１０号厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・援

護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知「社会福祉法人会計基準の制定

について （以下「会計基準通知」という ）の別紙「社会福祉法人会計基準 （以」 。 」

下「法人会計基準」という ）第６条に定める資金収支計算書及び事業活動収支計。

算書（同通知の４(1)②及び③の法人が法人会計基準によらずに会計処理を行う場

合並びに同④及び⑤により法人会計基準が適用されない施設について会計処理を行

う場合は、これに相当する書類）が、これに該当するものであること。

また、資金収支計算書に附属する資金収支内訳表及び事業活動収支計算書に附属

する事業活動収支内訳表についても、併せて開示することが望ましいこと。

さらに、法人が公益事業又は収益事業を行っている場合には、これらの事業に関

する事業報告書、財産目録、貸借対照表及び収支計算書並びにこれらの書類に関す

る監事の意見を記載した書面についても、法第４４条第４項の規定に基づき閲覧に

供しなければならないものであること。

なお、法人の業務及び財務等に関する情報については、法人の広報を活用するこ

となどにより自主的に公表することが適当であること。

６ その他

(1) 役員の定数は、確定数とすること。

(2) 理事及び監事については、法律上はその定数の三分の一までは欠員が認められて

いるが、法人の運営上からは、一名でも欠員が生じた場合には、できる限り速やか

に補充を行うことが望ましいこと。

(3) 役員の任期は、法第３６条第２項により、２年を超えることはできない。この趣

旨から、定款に「役員は、その任期満了の後でも、後任者が選任されるまでは、な

おその職務を行う 」という規定を設けることは適当でないこと。。

(4) 職員については、理事長が任免することとして差し支えないが、事業の成否に関

係のある施設長等は、理事会の議決を経て、理事長が任免することが適当であるこ

と。

第４ 法人の認可申請等の手続

１ 所轄庁

(1) 法人の行う事業が二以上の都道府県の区域にわたるか否かは次の基準により判断

すること。

ア 基本的な考え方としては、施設経営を行う事業の場合、当該施設の所在地が二

以上の都道府県にわたるか否かで判断する。それ以外の各種居宅介護等事業、相

談事業等についても、これに準じ、当該事業に係る事業所の所在地で判断するこ

と。

イ 法第２条第３項第１３号に定める連絡又は助成事業については、各社会福祉事

、 、 「 」業に関し 連絡又は助成を行うものであるという事業の性格に鑑み 当該 連絡

又は「助成」の趣旨、目的、範囲等により判断すること。(例えば、各都道府県

で行われている社会福祉事業を全国的に連絡する事業の場合は、事業範囲は全国

にわたるものであること ）。

ウ 法人本部と当該法人が経営する社会福祉施設が異なる都道府県にわたる場合

、 。 、 、は 厚生労働大臣が所轄庁となるものであること ただし その場合においても

一の地方厚生局の管轄区域内に収まる場合には、法人本部の所在地を管轄区域と

する地方厚生局長が所轄庁となるものであること。

エ 公益事業及び収益事業についても基本的にはア、イ及びウと同様に取り扱うも

のとすること。



(2) 法人の行う事業が指定都市又は中核市の区域にとどまるものか否かについても、

(1)に準じて判断すること。

ただし、都道府県が設置する社会福祉事業団（昭和４６年７月１６日社庶第１２

１号厚生省社会局長児童家庭局長通知「社会福祉事業団の設立及び運営の基準につ

いて」に規定する社会福祉事業団をいう。以下同じ ）については、これにかかわ。

らず、都道府県知事が所轄庁となること。

(3) 都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の市長が所轄庁となっている法人が、

他の都道府県の区域にわたる事業を開始しようとして定款変更の認可を受けようと

するときは、都道府県知事を経由して厚生労働大臣又は地方厚生局長に申請させる

こと。

(4) 指定都市又は中核市の市長が所轄庁となっている法人が、当該都道府県内の他の

市町村においても事業を開始しようとして定款変更の認可を受けようとするとき

は、当該都道府県知事に申請させること。

なお、当該都道府県知事は、当該定款変更を認可したときは、その旨当該指定都

市又は中核市の市長に連絡すること。

(5) 法人の事務所の所在地の変更に伴う定款変更の届出は、変更後の事務所の所在地

の都道府県知事に対し行わせること。

ただし、事務所の所在地の変更に伴い、所轄庁が厚生労働大臣又は地方厚生局長

になる場合は、変更後の事務所の所在地の都道府県知事を経由して届出を行わせる

こと。

２ 法人の認可審査の手続

都道府県、指定都市及び中核市（以下「都道府県市」という ）における法人の設。

立認可の審査に当たっては、法人認可担当、施設整備担当以外の関係各課、各部局を

加えた庁内審査会を設置する等内部牽制を確保した合議制により厳格に行うこと。こ

の際、施設整備の必要性とは別に、独立した判断が確保されるよう留意すること。な

お、所轄庁が厚生労働大臣又は地方厚生局長である法人の設立認可に対する都道府県

知事の副申書の作成に当たっても、同様の審査を行うこと。

３ その他

(1) 補助金又は社会福祉・医療事業団の融資を受けて社会福祉施設を設置する場合の

法人の設立認可の審査は、当該補助金及び融資の審査と相互に連携を図り、行うも

のであること。なお、法人の設立は、当該補助金の交付が確実になった後でなけれ

ば認められないこと。また、当該施設の認可又は設置の届出は当該法人が成立した

後でなければ行うことができないこと。

(2) 設立代表者又は法人代表者への就任を予定している者が既に別の法人の代表者で

ある場合には、既存法人における組織運営、事業運営、資金計画の履行状況等を確

認し、異なる事業主体を設立する必要性が認められるものであること。

第５ その他

(1) 定款変更認可及び社会福祉法人定款準則第１３条による基本財産の処分又は担保

提供の承認は、事業を開始したり、資金の借入れが決定した後に形式的に行われる

ことが多いので、かかることのないよう、計画が固まった段階で、事前にこれらの

承認を行うようにすること。

(2) 厚生労働大臣又は地方厚生局長が所轄庁である法人に係る社会福祉法人定款準則

第１３条による基本財産の処分又は担保提供の承認の申請は、当該法人の主たる事

務所の所在地の都道府県知事を経由して行うよう指導すること。

なお、これらの申請書を送付するに当たっては、必要な調査をなし、意見を付す

よう配意願いたいこと。

(3) 法第５９条の規定による現況報告書については、所定の期間内に提出するよう指

導すること。なお、厚生労働大臣又は地方厚生局長が所轄庁である法人に係る現況

報告書を送付するに当たっては、厚生労働大臣が所轄庁である法人については、雇

用均等・児童家庭局所管、社会・援護局所管、同局障害保健福祉部所管、老健局所

管に区分の上、各所管局あてに、各地方厚生局長が所轄庁である法人については同

地方厚生局あてに、法人から提出された現況報告書及び添付書類各２通のうち１通

のみを送付するものとし、現況報告書及び添付書類１通については、各都道府県主

管部局において２年間保存するよう配慮願いたいこと。

また、外部監査の結果報告書が提出されたときは、当該報告書についても同様に

取り扱うこととされたいこと。

(4) 前号の現況報告書及び添付書類等の記載事項については、開示請求があった場合

は、厚生労働大臣又は地方厚生局長が所轄庁である法人を含め、各都道府県市の情

報公開条例に定める手続より、公開することが望ましいこと。

(5) 全国における社会福祉法人の設立等の状況を把握するため、毎年５月２０日まで

に、都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の市長が所管する法人（都道府県知

事が行う報告にあっては、管内に主たる事務所がある厚生労働大臣又は地方厚生局

長が所管する法人を含む ）について、総数及び次の区分による法人数（毎年３月。

３１日現在）を社会・援護局あて報告されたいこと。

ア 法人の数（イ、ウ及びエに掲げるものを除く ）。

イ 法人である社会福祉協議会の数（都道府県社会福祉協議会及び市区町村社会福

祉協議会の内数を含む ）。

ウ 社会福祉事業団の数

エ 共同募金会の数

(6) 法人に関する申請書等の様式は、当該申請者等に別段の支障がない限り、別記第

１の様式例によるよう指導すること。

(7) 所轄庁が厚生労働大臣又は地方厚生局長である法人の設立認可等に対する都道府

県知事の副申書は、別記第２の様式例により作成すること。

別記第１ （略）

別記第２ （略）



11 社会福祉法人定款準則

「社会福祉法人の認可について （平成１２年１２月１日障第８９０号・社援第２６」

１８号・老発第７９４号・児発第９０８号厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・

援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知）別紙２

別紙２

社会福祉法人定款準則

社会福祉法人〇〇福祉会定款

第一章 総則

（目的）

第一条 この社会福祉法人（以下「法人」という ）は、多様な福祉サービスがその利用。

者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することにより、利用者が、個人

の尊厳を保持しつつ、自立した生活を地域社会において営むことができるよう支援する

ことを目的として、次の社会福祉事業を行う。

(１) 第一種社会福祉事業

(イ) 特別養護老人ホーム〇〇園の設置経営

(ロ) 身体障害者療護施設〇〇寮の設置経営

（ハ） 知的障害者更生施設○○園の設置経営

(２) 第二種社会福祉事業

（イ） 老人デイサービス事業（○○園）

（ロ） 老人介護支援センター○○の設置経営

（ハ） 保育所〇〇保育園の設置経営

（ニ） 精神障害者授産施設○○園の設置経営

（備考）

(１) 目的のうち 「自立した生活を地域社会において営むことができるよう」の部、

分については、児童福祉に関する事業のみを行う法人においては 「心身ともに、

健やかに育成されるよう」の語句に置き換えること。また、児童福祉に関する事

業とそれ以外の事業をともに行う法人においては、上記部分を「心身ともに健や

かに育成され、又はその有する能力に応じ自立した日常生活を地域社会において

営むことができるよう」と記載すること。

(２) 施設名に法律上の名称を用いるときは、単に「〇〇母子生活支援施設の設置経

営」等と記載すること。

(３) デイサービス事業及び短期入所事業については 「老人デイサービス事業（〇、

〇園 」等と記載すること。）

(４) 施設を必要としない事業の場合は 「老人居宅介護等事業」など、事業の種別、

のみを列記すること。

(５) 市町村社会福祉協議会にあっては、次の例にならって記載すること。

（目的）

第一条 この社会福祉法人（以下「法人」という ）は、○○市（区町村）における。

社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関す

、 、 。る活動の活性化により 地域福祉の推進を図ることを目的として 次の事業を行う

(１) 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施

(２) 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助

(３) 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成

(４) (１)から(３)までに掲げるもののほか、社会福祉を目的とする事業の健全な

発達を図るために必要な事業

(５) 地区社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整の事業（指定都市社会福祉

協議会に限る ）。

(６) 共同募金事業への協力

(７) 居宅介護等事業

(８) 身体障害者福祉センター（○○センター）

(９) 福祉サービス利用援助事業

(10) その他本会の目的達成のため必要な事業

(６) 都道府県社会福祉協議会にあっては、次の例にならって記載すること。

（目的）

第一条 この社会福祉法人（以下「法人」という ）は、○○県（都道府）における。

社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関す

、 、 。る活動の活性化により 地域福祉の推進を図ることを目的として 次の事業を行う

(１) 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施

(２) 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助

(３) 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成

（４） 社会福祉を目的とする事業を経営する者への支援に関する事業

(５) (１)から(３)までに掲げるもののほか、社会福祉を目的とする事業の健全な

発達を図るために必要な事業

(６) 社会福祉を目的とする事業に従事する者の養成及び研修

(７) 社会福祉を目的とする事業の経営に関する指導及び助言

(８) 市町村社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整

(９) 共同募金事業への協力

(10) ○○県福祉人材センターの業務の実施

(11) 地域福祉権利擁護事業

(12) その他本会の目的達成のため必要な事業

（名称）

第二条 この法人は、社会福祉法人〇〇福祉会という。

（経営の原則）

第三条 この法人は、社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実、効果的



かつ適正に行うため、自主的にその経営基盤の強化を図るとともに、その提供する福祉

サービスの質の向上並びに事業経営の透明性の確保を図るものとする。

（事務所の所在地）

第四条 この法人の事務所を〇〇県〇〇市〇丁目〇〇番に置く。

２ 前項のほか、従たる事務所を〇〇県〇〇市〇丁目〇〇番に置く。

第二章 役員及び職員

（役員の定数）

第五条 この法人には、次の役員を置く。

(１) 理事 〇〇名

(２) 監事 〇〇名

２ 理事のうち一名は、理事の互選により、理事長となる。

３ 理事長は、この法人を代表する。

４ 役員の選任に当たっては、各役員について、その親族その他特殊の関係がある者が、

理事のうちに〇名を超えて含まれてはならず、監事のうちにこれらの者が含まれてはな

らない。

（備考）

(１) 理事の定数は、六名以上とすること。

監事の定数は、二名以上とすること。

(２) 第四項の親族等の人数は、理事の定数に応じて次のとおりとすること。

理事定数 親族等の人数

六名～九名 一名

一〇名～一二名 二名

一三名～ 三名

(３) 理事長又は理事に総裁、会長という名称を与えることは差し支えないこと。

(４) 常務理事を置くときは、理事長、常務理事及び平理事の職務権限を明確にする

こと。

（５） 理事長以外にも法人を代表する理事がいる場合には、例えば「理事長及び常務

理事は、この法人を代表する 」というような記載にすること。。

（役員の任期）

第六条 役員の任期は二年とする。ただし、補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とす

る。

２ 役員は再任されることができる。

３ 理事長の任期は、理事として在任する期間とする。

（備考）

「役員は、その任期満了の後でも、後任者が選任されるまでは、なお、その職務を

行う 」という規定を設けることは認められないこと。。

（役員の選任等）

第七条 理事は、理事総数の三分の二以上の同意を得て、理事長が委嘱する。

２ 監事は、理事会において選任する。

３ 監事は、この法人の理事、評議員、職員及びこれらに類する他の職務を兼任すること

ができない。

（備考）

評議員会を設ける場合には、理事や監事の選任も評議員会において行うこととする

ことが適当であること。

（役員の報酬等）

第八条 役員の報酬については、勤務実態に即して支給することとし、役員の地位にある

ことのみによっては、支給しない。

２ 役員には費用を弁償することができる。

３ 前２項に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が別に定める。

（理事会）

第九条 この法人の業務の決定は、理事をもって組織する理事会によって行う。ただし、

日常の軽易な業務は理事長が専決し、これを理事会に報告する。

２ 理事会は、理事長がこれを招集する。

３ 理事長は、理事総数の三分の一以上の理事又は監事から会議に付議すべき事項を示し

て理事会の招集を請求された場合には、その請求のあった日から一週間以内にこれを招

集しなければならない。

４ 理事会に議長を置き、議長はその都度選任する。

５ 理事会は、理事総数の三分の二以上の出席がなければ、その議事を開き、議決するこ

とができない。

６ 理事会の議事は、法令に特別の定めがある場合及びこの定款に別段の定めがある場合

を除き、理事総数の過半数で決定し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

７ 理事会の決議について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わるこ

とができない。

８ 議長及び理事会において選任した理事二名は、理事会の議事について議事の経過の要

領及びその結果を記載した議事録を作成し、これに署名又は記名押印しなければならな

い。

（備考）

(１) 「日常の軽易な業務」の例としては、次のような業務がある。

① 「施設長の任免その他重要な人事」を除く職員の任免

(注) 理事長が専決できる人事の範囲については、法人としての判断により決定

することが必要であるので、理事会が（評議員会が必置の法人においては評



議員会の同意を得て）あらかじめ法人の定款細則等に規定しておくこと。

② 職員の日常の労務管理・福利厚生に関すること

③ 債権の免除・効力の変更のうち、当該処分が法人に有利であると認められるも

の、その他やむを得ない特別の理由があると認められるもの

ただし、法人運営に重大な影響があるものを除く。

(注) 当該処分について理事長個人が特別の利害関係を有する場合は、理事会に

おいて選任する他の理事が専決すること。

④ 設備資金の借入に係る契約であって予算の範囲内のもの

(注) 当該契約について理事長個人が特別の利害関係を有する場合は、理事会に

おいて選任する他の理事が専決すること。

⑤建設工事請負や物品納入等の契約のうち次のような軽微なもの。

ア 日常的に消費する給食材料、消耗品等の日々の購入

イ 施設設備の保守管理、物品の修理等

ウ 緊急を要する物品の購入等

(注１) 理事長が専決できる契約の金額及び範囲については、随意契約による

ことができる場合の基準も参酌しながら、法人の判断により決定するこ

とが必要であるので、理事会が（評議員会が必置の法人においては評議

員会の同意を得て）あらかじめ法人の定款細則等に規定しておくこと。

(注２) 当該契約について理事長個人が特別の利害関係を有する場合は、理事

会において選任する他の理事が専決すること。

⑥ 基本財産以外の固定資産の取得及び改良等のための支出並びにこれらの処分

ただし、法人運営に重大な影響があるものを除く。

(注１) 理事長が専決できる取得等の範囲については、法人の判断により決定す

ることが必要であるので、理事会が（評議員会が必置の法人においては

評議員会の同意を得て）あらかじめ法人の定款細則等に規定しておくこ

と。

(注２) 当該取得等について理事長個人が特別の利害関係を有する場合は、理事

会において選任する他の理事が専決すること。

⑦ 損傷その他の理由により不要となった物品又は修理を加えても使用に耐えない

と認められる物品の売却又は廃棄

ただし、法人運営に重大な影響がある固定資産を除く。

(注１) 理事長が専決で処分できる固定資産等の範囲については、法人の判断に

より決定することが必要であるので、理事会が（評議員会が必置の法人

においては評議員会の同意を得て）あらかじめ法人の定款細則等に規定

しておくこと。

(注２) 当該売却等について理事長個人が特別の利害関係を有する場合は、理事

会において選任する他の理事が専決すること。

⑧ 予算上の予備費の支出

⑨ 入所者・利用者の日常の処遇に関すること

⑩ 入所者の預り金の日常の管理に関すること

⑪ 寄付金の受入れに関する決定

ただし、法人運営に重大な影響があるものを除く。

(注) 寄付金の募集に関する事項は専決できないこと。

なお、これらの中には諸規程において定める契約担当者に委任されるもの

も含まれる。

(２) 理事会に出席できない理事が、その議決権を他の理事に委任することができる

旨の規定を設けることは認められないこと。

(３) 理事会に出席できない理事について、書面による表決を認めるときは、第五項

の次に次の一項を加えること。

６ 前項の場合において、あらかじめ書面をもって、欠席の理由及び理事会に付議

される事項についての意思を表示した者は、出席者とみなす。

(４) 議長の議決権については、第六項の規定により、可否同数のときの決定権とし

て行使されることとなり、それより前に行使することは二重の投票権を有する結

果にもなり、不都合な事態を招く。そのため、可否同数のときより前の議決はで

きないことに留意すること。

(５) 理事に建設請負業者や物品納入業者等が加わっている法人が建設工事請負や物

品納入等の契約を行おうとする場合には、当該理事は特別の利害関係を有するこ

ととなるので、当該契約の入札価格の決定や業者選定等に係る議事の議決には加

わることができないこと。

（理事長の職務の代理）

第一〇条 理事長に事故あるとき、又は欠けたときは、理事長があらかじめ指名する他の

理事が、順次に理事長の職務を代理する。

２ 理事長個人と利益相反する行為となる事項及び双方代理となる事項については、理事

会において選任する他の理事が理事長の職務を代理する。

（監事による監査）

第一一条 監事は、理事の業務執行の状況及び法人の財産の状況を監査しなければならな

い。

２ 監事は、毎年定期的に監査報告書を作成し、理事会及び〔所轄庁〕に報告するものと

する。

３ 監事は、前項に定めるほか、必要があると認めるときは、理事会に出席して意見を述

べるものとする。

（備考）

評議員会を設ける場合には、評議員会に対しても監査結果を報告し、かつ意見を述

べることとすることが適当であること。

（職員）

第一二条 この法人に、職員若干名を置く。

２ この法人の設置経営する施設の長（以下「施設長」という ）は、理事会の議決を経。



て、理事長が任免する。

３ 施設長以外の職員は、理事長が任免する。

（備考一）

評議員会を設ける場合には、定款に次の章を加えること。

第〇章 評議員及び評議員会

（評議員会）

第〇条 評議員会は、〇〇名の評議員をもって組織する。

２ 評議員会は、理事長が招集する。

３ 理事長は、評議員総数の三分の一以上の評議員又は監事から会議に付議すべき事

項を示して評議員会の招集を請求された場合には、その請求のあった日から二〇日

以内に、これを招集しなければならない。

４ 評議員会に議長を置く。

５ 議長は、その都度評議員の互選で定める。

６ 評議員会は、評議員総数の過半数の出席がなければ、その議事を開き、議決する

ことができない。

７ 評議員会の議事は、評議員総数の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。

８ 評議員会の決議について、特別の利害関係を有する評議員は、その議事の議決に

加わることができない。

９ 議長及び評議員会において選任した評議員二名は、評議員会の議事について議事

の経過の要領及びその結果を記載した議事録を作成し、これに署名又は記名押印し

なければならない。

10 評議員の報酬については、勤務実態に即して支給することとし、評議員の地位に

あることのみによっては、支給しない。

（備考）

(１) 都道府県又は市町村が福祉サービスを必要とする者について措置をとる社

会福祉事業又は保育所を経営する事業のみを行う法人以外の法人は、評議員

会を設けること。

(２) 評議員の定数は、理事定数の二倍を超える数とすること。

(３) 議長の議決権については、第七項の規定により、可否同数のときの決定権

として行使されることとなり、それより前に行使することは二重の投票権を

有する結果にもなり、不都合な事態を招く。そのため、可否同数のときより

前の議決はできないことに留意すること。

（評議員会の権限）

第〇条 評議員会は、次に掲げる事項を審議する。

(１) 予算、決算、基本財産の処分、事業計画及び事業報告

(２) 予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄

(３) 定款の変更

(４) 合併

(５) 解散（合併又は破産による解散を除く。以下この条において同じ ）。

(６) 解散した場合における残余財産の帰属者の選定

(７) その他、この法人の業務に関する重要事項で、理事会において必要と認め

る事項

２ 理事会は、前項に掲げる事項を決定しようとするときは、原則として評議員会

の同意を得なければならない。

（備考）

「原則として評議員会の同意を得なければならない」とは、評議員会の同意を

事後でも差し支えないこととするとともに、一定の場合においては評議員会の同

意を不要とするものである。ここにおける「一定の場合」とは、災害時等緊急に

法人としての意思決定をする必要がある場合等、理事会として当該法人の運営上

評議員会の同意を得ることが著しく困難であると認められる場合である。

（同前）

第〇条 評議員会は、この法人の業務若しくは財産の状況又は役員の業務執行の状

況について、役員に対して意見を述べ若しくはその諮問に答え又は役員から報告

を徴することができる。

（評議員の資格等）

第〇条 評議員は、社会福祉事業に関心を持ち、又は学識経験ある者で、この法人

の趣旨に賛成して協力する者の中から理事会の同意を経て、理事長がこれを委嘱

する。

２ 評議員の委嘱に当たっては、各評議員について、その親族その他特殊の関係が

ある者が〇名を超えて含まれてはならない。

（備考）

第二項の親族等の人数は、評議員の定数に応じて第五条の（備考）の(２)と同

様とすること。

（評議員の任期）

第〇条 評議員の任期は二年とする。ただし、補欠の評議員の任期は、前任者の残

任期間とする。

２ 評議員は、再任されることができる。

（備考二）

社会福祉協議会及び社団的な法人で会員制度を設ける社会福祉法人は、定款に次の

章を加えること。

第〇章 会員

（会員）

第〇条 この法人に会員を置く。



２ 会員は、この法人の目的に賛同し、目的達成のため必要な援助を行うものとす

る。

３ 会員に関する規程は、別に定める。

（備考三）

都道府県社会福祉協議会である社会福祉法人は、定款に次の章を加えること。

第〇章 運営適正化委員会

（運営適正化委員会の設置）

第〇条 この法人に、社会福祉法に規定する運営適正化委員会（以下「運営適正化

委員会」という ）を置く。。

（運営適正化委員会の委員の定数）

第○条 運営適正化委員会の委員は○名とする。

（運営適正化委員会の委員の選任）

第○条 運営適正化委員会の委員は、本法人に置かれる選考委員会の同意を得て、

会長が選任する。

（運営適正化委員会の委員の定数の変更）

第○条 法人が前条に定める定数を変更しようとするときは、運営適正化委員会の

意見を聴かなければならない。

（業務の報告）

第○条 運営適正化委員会はその業務の状況及び成果について、理事会に定期的に

報告しなければならない。

（その他）

第〇条 運営適正化委員会については、法令等及びこの定款に定めのあるもののほ

か、別に定めるところによるものとする。

第三章 資産及び会計

（資産の区分）

第一三条 この法人の資産は、これを分けて基本財産と運用財産の二種とする。

２ 基本財産は、次の各号に掲げる財産をもって構成する。

(１) 〇〇県〇〇市〇丁目〇〇番所在の木造瓦葺平家建〇〇保育園園舎 一棟（ 平

方メートル）

(２) 〇〇県〇〇市〇丁目〇〇番所在の〇〇保育園 敷地（平方 メートル）

３ 運用財産は、基本財産以外の財産とする。

４ 基本財産に指定されて寄附された金品は、速やかに第二項に掲げるため、必要な手続

をとらなければならない。

（備考）

公益及び収益を目的とする事業を行う場合には、次のように記載すること。

（資産の区分）

第一三条 この法人の資産は、これを分けて基本財産、運用財産、公益事業用財産

及び収益事業用財産（公益事業又は収益事業のいずれか一方を行う場合は、当該

事業用財産のみを記載）の四種（公益事業又は収益事業のいずれか一方を行う場

合は、三種）とする。

２ 本文第二項に同じ。

３ 運用財産は、基本財産、公益事業用財産及び収益事業用財産（公益事業又は収

益事業のいずれか一方を行う場合は、当該事業用財産のみを記載）以外の財産と

する。

４ 公益事業用財産及び収益事業用財産（公益事業又は収益事業のいずれか一方を

行う場合は、当該事業用財産のみを記載）は、第〇条に掲げる公益を目的とする

事業及び第〇条に掲げる収益を目的とする事業（公益を目的とする事業又は収益

を目的とする事業のいずれか一方を行う場合は、当該事業のみを記載）の用に供

する財産とする。

５ 本文第四項に同じ。

（基本財産の処分）

第一四条 基本財産を処分し、又は担保に供しようとするときは、理事総数の三分の二以

上の同意を得て 〔所轄庁〕の承認を得なければならない。ただし、社会福祉・医療事、

業団に対して基本財産を担保に供する場合には 〔所轄庁〕の承認は必要としない。、

（資産の管理）

第一五条 この法人の資産は、理事会の定める方法により、理事長が管理する。

２ 資産のうち現金は、確実な金融機関に預け入れ、確実な信託会社に信託し、又は確実

な有価証券に換えて、保管する。

（特別会計）

第一六条 この法人は、特別会計を設けることができる。

（備考）

公益事業又は収益事業を行う場合には、必ず当該事業に関する会計は、事業ごとに

特別会計としなければならないこと。

（予算）

第一七条 この法人の予算は、毎会計年度開始前に、理事長において編成し、理事総数の

三分の二以上の同意を得なければならない。

（決算）

第一八条 この法人の事業報告書、財産目録、貸借対照表及び収支計算書は、毎会計年度

終了後二月以内に理事長において作成し、監事の監査を経てから、理事会の認定を得な

ければならない。

２ 前項の認定を受けた書類及びこれに関する監事の意見を記載した書面については、各



事務所に備えて置くとともに、この法人が提供する福祉サービスの利用を希望する者そ

の他の利害関係人から請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを

閲覧に供しなければならない。

３ 会計の決算上繰越金を生じたときは、次会計年度に繰り越すものとする。ただし、必

要な場合には、その全部又は一部を基本財産に編入することができる。

（備考）

法人の業務及び財務等に関する情報については、一般に対しても、会報への掲載の

ほか、新聞等への広告、法人事務所における閲覧等の方法により自主的に公表するこ

とが適当であること。

（会計年度）

第一九条 この法人の会計年度は、毎年四月一日に始まり、翌年三月三一日をもって終わ

る。

（会計処理の基準）

第二〇条 この法人の会計に関しては、法令等及びこの定款に定めのあるもののほか、理

事会において定める経理規程により処理する。

（備考）

法人の会計の処理については 「社会福祉法人会計基準の制定について （平成一二、 」

年二月一七日社援第三一〇号）に準拠して定めること。

（臨機の措置）

第二一条 予算をもって定めるもののほか、新たに義務の負担をし、又は権利の放棄をし

ようとするときは、理事総数の三分の二以上の同意がなければならない。

（備考一）

公益事業を行う社会福祉法人は、定款に次の章を加えること。

第〇章 公益を目的とする事業

（種別）

第〇条 この法人は、社会福祉法第二六条の規定により、次の事業を行う。

(１) 〇〇の設置経営

(２) 〇〇の設置経営

２ 前項の事業の運営に関する事項については、理事総数の三分の二以上の同意を

得なければならない。

（収益が出た場合の処分）

第〇条 前条の規定によって行う事業から収益が生じた場合は、この法人の行う社

会福祉事業又は公益事業に充てるものとする。

（備考二）

収益事業を行う社会福祉法人は、定款に次の章を加えること。

第〇章 収益を目的とする事業

（種別）

第〇条 この法人は、社会福祉法第二六条の規定により、次の事業を行う。

(１) 〇〇の設置経営

(２) 〇〇の設置経営

２ 前項の事業の運営に関する事項については、理事総数の三分の二以上の同意を

得なければならない。

（備考）

事業種類は、事業の内容が理解できるよう具体的に記載すること。例えば単

に物品販売業とせず〇〇書店の設置経営とすること。

（収益の処分）

第〇条 前条の規定によって行う事業から生じた収益は、この法人の行う社会福祉

事業又は公益事業（社会福祉法施行令（昭和三三年政令第一八五号）第四条及び

平成一四年厚生労働省告示第二八三号に掲げるものに限る ）に充てるものとす。

る。

（備考）

母子及び寡婦福祉法（昭和三九年法律第一二九号）第一一条に基づく資金の

貸付を受けて行う、同法施行令（昭和三九年政令第二二四号）第五条各号に掲

げる事業については、本条は必要ないこと。

第四章 解散及び合併

（解散）

第二二条 この法人は、社会福祉法第四六条第一項第一号及び第三号から第六号までの解

散事由により解散する。

（残余財産の帰属）

第二三条 解散（合併又は破産による解散を除く ）した場合における残余財産は、理事。

総数の三分の二以上の同意によって社会福祉法人のうちから選出されたものに帰属す

る。

（合併）

第二四条 合併しようとするときは、理事総数の三分の二以上の同意を得て 〔所轄庁〕、

の認可を受けなければならない。

第五章 定款の変更



（定款の変更）

第二五条 この定款を変更しようとするときは、理事総数の三分の二以上の同意を得て、

〔所轄庁〕の認可（社会福祉法第四三条第一項に規定する厚生省令で定める事項に係る

ものを除く ）を受けなければならない。。

２ 前項の厚生省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なくその旨を〔所

轄庁〕に届け出なければならない。

第六章 公告の方法その他

（公告の方法）

第二六条 この法人の公告は、社会福祉法人〇〇福祉会の掲示場に掲示するとともに、新

聞に掲載して行う。

（備考）

公告の方法は、第二六条に規定する方法に加え 、インターネットによる公開等の、

多様な手法を活用することが望ましい。

（施行細則）

第二七条 この定款の施行についての細則は、理事会において定める。

附 則

、 。 、 、この法人の設立当初の役員は 次のとおりとする ただし この法人の成立後遅滞なく

この定款に基づき、役員の選任を行うものとする。

理事長

理 事

〃

〃

〃

〃

監 事

〃

(注) 準則中のアンダーラインの部分は、租税特別措置法第四〇条の特例を受けようとす

る場合における国税庁長官の審査事項である。

12 社会福祉法人審査要領

「社会福祉法人の認可について （平成１２年１２月１日障企第５９号・社援企第３」

５号・老計第５２号・児企第３３号厚生省大臣官房障害保健福祉部企画課長、社会・

援護局企画課長、老人保健福祉局計画課長、児童家庭局企画課長連名通知）別紙

別 紙

社会福祉法人審査要領

第１ 社会福祉法人の行う事業

１ 社会福祉事業

(１) 社会福祉法第１０７条第１項に規定する市町村社会福祉協議会（一の市町村の区

域を単位とするものに限る ）及び同条第２項に規定する地区社会福祉協議会（一。

の区の区域を単位とするものに限る ）が社会福祉法人（以下「法人」という ）と。 。

なる場合には、次の要件を満たすものでなければならないこと。

ア 事業規模に応じた数の専任職員を有すること。

イ 独立した事務所を有すること。この場合においては、原則として単独の部屋を

有すべきであるが、特別の事情があるときは、室内の一区画でも差し支えないこ

と。

ウ 事業規模に応じた資産を有すること。

エ 当該市町村又は当該区の区域内において社会福祉事業又は更生保護事業を経営

する者の全部が参加することを原則とすること。

オ 当該市町村又は当該区の区域内において社会福祉を目的とする事業を経営する

者及び社会福祉に関する活動を行う者が多数参加していることが望ましいこと。

、 、 。カ 設立認可の申請前の実績として 常時 社会福祉協議会活動を行っていること

(２) 市町村社会福祉協議会（二以上の市町村の区域を単位とするものに限る ）及び。

地区社会福祉協議会（二以上の区の区域を単位とするものに限る ）が法人となる。

場合には、次の要件を満たすものでなければならないこと。

ア 二以上の市町村又は区を単位として法人を設立することが、当該地域の社会福

祉の推進に資すると認められること。

イ 当該法人の設立単位の区域に含まれる各市町村又は各区の区域内において社会

福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が参加していること。

ウ ア及びイに定めるもののほか、(１)に掲げる各要件を満たすこと。この場合に

おいて (１)エ及びオを適用するに当たっては 当該市町村又は当該区 を 当、 、「 」 「

該法人の設立単位の区域に含まれる市町村又は区」と読み替えるものとする。

(３) 市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会の目的は、社会福祉を目的とする

事業の健全な発達のために必要な事業及び社会福祉に関する事業への住民の参加の

促進のために必要な事業を行うことにより地域福祉の推進を図ることであるが、地

域の実情に応じ、本来の目的を達成するために必要な事業を実施する上で支障を来

さない場合には、通所施設の経営や、市町村等が設置した入所施設の受託経営を行



っても差し支えないこと。

(４) 地方公共団体等の設置した社会福祉施設の経営を委託された場合にも、その施設

を経営する事業は、公益事業ではなく、社会福祉事業となること。

２ 公益事業

次のような場合は公益事業であること（社会福祉事業に該当するものを除く 。。）

(１) 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条第４項第４号に掲げる事業（いわ

ゆる事業規模要件を満たさないために社会福祉事業に含まれない事業）

(２) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に規定する居宅サービス事業（訪問看護

等 、居宅介護支援事業（いわゆるケアマネージメント）若しくは介護老人保健施）

設を経営する事業又は老人保健法（昭和５７年法律第８０号）に規定する指定老人

訪問看護を行う事業

なお、居宅介護支援事業等を、特別養護老人ホーム等社会福祉事業の用に供する

施設の経営に付随して行う場合には、定款上、公益事業として記載しなくても差し

支えないこと。

(３) 社会福祉士養成施設、介護福祉士養成施設、精神保健福祉士養成施設、保育士養

成施設若しくは社会福祉主事養成機関を経営する事業、手話通訳者養成・派遣を行

う事業（社会福祉法第２条に規定する手話通訳事業又は視聴覚障害者情報提供施設

を経営する事業に係るものを除く ）又は社会福祉事業従事者に対し研修を行う事。

業

(４) 有料老人ホーム、老人憩の家等を経営する事業又は老人大学校等を経営する事業

(５) 身体障害者向け住宅、身体障害者保養所、身体障害者体育館等を経営する事業

(６) 企業委託型保育サービス、おもちゃ図書館、心身障害児保養所等を経営する事業

(７) 精神障害者向け生活施設、共同住居等を経営する事業

(８) 専用の設備を使用して、福祉サービスを必要とする地域住民に対して無償又は実

費に近い対価で給食、入浴等のサービスを行う事業

、 、なお 社会福祉事業の用に供する施設の機能を活用して同様の事業を行う場合は

特に定款上、公益事業として記載しなくとも差し支えないこと。

(９) 社会福祉協議会等において、社会福祉協議会活動等に参加する者の福利厚生を図

ることを目的として、宿泊所、保養所、食堂等の経営する事業

(10) 公益的事業を行う団体に事務所、集会所等として無償又は実費に近い対価で使用

させるために会館等を経営する事業

なお、営利を行う者に対して、無償又は実費に近い対価で使用させるような計画

は適当でないこと。また、このような者に対し収益を得る目的で貸与する場合は、

収益事業となるものであること。

３ 収益事業

(１) 次のような場合は 「一定の計画の下に、収益を得ることを目的として反復継続、

して行われる行為であって、社会通念上事業と認められる程度のもの」に該当しな

いので、結果的に収益を生ずる場合であっても収益事業として定款に記載する必要

はないこと。

ア 当該法人が使用することを目的とする設備等を外部の者に依頼されて、当該法

人の業務に支障のない範囲内で使用させる場合、例えば、会議室を法人が使用し

ない時間に外部の者に使用させる場合等

イ たまたま適当な興行の機会に恵まれて慈善興行を行う場合

ウ 社会福祉施設等において、専ら施設利用者の利便に供するため売店を経営する

場合

(２) 次のような事業は 「法人の社会的信用を傷つけるおそれ」があるので、法人は、

行うことができないこと。

ア 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２

号）にいう風俗営業及び風俗関連営業

イ 高利な融資事業

ウ 前に掲げる事業に不動産を貸し付ける等の便宜を供与する事業

(３) 次のような場合は 「社会福祉事業の円滑な遂行を妨げるおそれ」があること。、

ア 社会福祉施設の付近において、騒音、ばい煙等を著しく発生させるようなおそ

れのある場合

イ 社会福祉事業と収益事業とが、同一設備を使用して行われる場合

(４) (２)及び(３)の要件を満たす限り、収益事業の種類には特別の制限はないもので

あること。

なお、事業の種類としては、当該法人の所有する不動産を活用して行う貸ビル、

駐車場の経営、公共的、公共的施設内の売店の経営等安定した収益が見込める事業

が適当であること。

(５) 「当該事業にかかる借入金」には、長期借入金、短期借入金のほか、買掛金及び

未払金が含まれるものであること。

第２ 法人の資産

(１) 法人の設立に際して、寄附金が予定されている場合は、法人設立後にその履行が

なされないときは法人運営に著しく支障を来すことから、次の点について慎重に審

査すること。

ア 書面による贈与契約が締結されていることについて、契約書の写及び寄付予定

者の印鑑登録証明書等により確認すること。

イ 寄付者の所得能力、営業実績、資産状況等から当該寄付が確実に行われること

について、所得証明書、納税証明書、残高証明書、資産証明書等により確認する

こと。

(２) 社会福祉・医療事業団等からの借入金に対する償還財源、不動産の賃借料その他

必要とされる経常経費について、寄附金が予定されている場合も(１)と同様である

が、特に個人の寄附については、年間の寄附額をその者の年間所得から控除した後

の所得額が社会通念上その者の生活を維持できると認められる額を上回っていなけ

ればならないこと。

(３) 法人を設立する場合にあっては、必要な資産として運用財産のうちに当該法人の



年間事業費の１２分の１以上に相当する現金、普通預金又は当座預金等を有してい

なければならないこと。

なお、指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）等の介護保険法上の事業、

身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）上の身体障害者居宅生活支援事業

若しくは身体障害者更生施設 身体障害者療護施設若しくは身体障害者授産施設 身、 （

体障害者小規模通所授産施設を除く ）を経営する事業、知的障害者福祉法（昭和。

３５年法律第３７号）上の知的障害者居宅生活支援事業若しくは知的障害者更生施

設、知的障害者授産施設（知的障害者小規模通所授産施設を除く ）若しくは知的。

障害者通勤寮を経営する事業又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）上の児

童居宅生活支援事業にも該当する社会福祉事業を主として行う法人を設立する場合

にあっては、１２分の２以上に相当する現金、普通預金又は当座預金等を有してい

ることが望ましいこと。

(４) 「その施設の用に供する不動産」とは、社会福祉施設の最低基準により定められ

た設備を含む建物並びにその建物の敷地及び社会福祉施設の最低基準により定めら

れた設備の敷地をいうこと。

(５) 社会福祉施設の改築にあたり老朽民間社会福祉施設整備費の国庫補助が行われる

場合は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第３０条に規定する所轄庁の財産

処分の承認は必要でないこと。

(６) 社会福祉施設を経営しない法人が国又は地方公共団体以外の者からの貸与を受け

ることができる「不動産の一部」とは、基本的には敷地部分を指し、事業が行われ

る建物部分については、当該法人が所有権を有していることが望ましいこと。

(７) 不動産の賃借による場合、賃借料の水準は、法人の経営の安定性の確保や社会福

祉事業の特性に鑑み、極力低額であることが望ましいものであり、また、法人が当

該賃借料を長期間にわたって安定的に支払う能力があると認められる必要があるこ

と。

また、当該法人の理事長又は当該法人から報酬を受けている役員等から賃借によ

り貸与を受けることは、望ましくないこと。

第３ 法人の組織運営

(１) 次のような者は 「社会福祉事業について学識経験を有する者」であること。、

ア 社会福祉に関する教育を行う者

イ 社会福祉に関する研究を行う者

ウ 社会福祉事業又は社会福祉関係の行政に従事した経験を有する者

エ 公認会計士、税理士、弁護士等、社会福祉事業の経営を行う上で必要かつ有益

な専門知識を有する者

(２) 次のような者は 「地域の福祉関係者」であること。、

ア 社会福祉協議会等社会福祉事業を行う団体の役職員

イ 民生委員・児童委員

ウ 社会福祉に関するボランティア団体、親の会等の民間社会福祉団体の代表者等

エ 医師、保健婦、看護婦等保健医療関係者

オ 自治会、町内会、婦人会及び商店会等の役員その他その者の参画により施設運

営や在宅福祉事業の円滑な遂行が期待できる者

第４ その他

法人の現況報告書について、開示請求があった場合には、各都道府県の情報公開条例

に定める手続により、公開することが望ましい旨を定めているところであるが、公開す

るに当たっては、平成１２年６月７日社援企第１８号本職通知「社会福祉法人現況報告

書システムの稼働について」において定める「社会福祉法人現況報告書システム」をで

きるだけ活用されたいこと。


